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前文 第９期北海道総合開発計画の策定に当たって 

 
「戦後四つの島にとじこめられたわが国において、豊富なる未開発資源と広大なる地域

を有する北海道の開発は、経済自立の問題、人口解決の問題併せて国民の志気の問題等よ

りみて絶対推進すべきことがらである。」 

これは、昭和 26 年に策定された第一期の北海道総合開発計画に記された計画の目的で

ある。以降 70 年余、累次の計画と事業等により、北海道は我が国全体の安定と発展に大き

く寄与する地域となった。 

 

直近の数年の間に、世界・日本は過去に経験したことのない危機と変化に直面した。 

一つはロシアのウクライナ侵略を契機として食料安全保障等の問題が顕在化したこと、 

一つは新型コロナ感染症が世界中の人の流れを止めて観光立国日本も揺らいだこと、 

一つは 2050 年のカーボンニュートラル実現が世界の潮流となったこと。 

我が国がこれらを乗り越えるためには、高い食料供給力、魅力的な観光資源、豊富な再

生可能エネルギーがおのずから必要となる。そして、北海道のポテンシャルなくしてそれ

らは決して乗り越えられない。第一期計画の言葉を借りれば、いま北海道開発は、改めて

「絶対推進すべきことがら」となった。 

 

北海道の特筆した価値を生む地域を、計画ではその「生み出す力」に着目して「生産空

間」と定義付けている。その「生み出す力」は、生産空間におけるリアルな人の営みによ

って維持されており、定住環境を如何に維持していくかが、北海道の価値発揮に対する最

も重要な基礎となる。 

一方、第８期計画までに取り組んできた北海道特有の課題は今も残されている。 

マクロ的には国土の約５分の１を占める広大な面積の中に散在し、ミクロ的には本州以

南と異なる散居の居住形態を持つ生産空間は、謂わば「二重の疎」の環境にある。人口減

少が進む中でこの疎を克服して定住環境を維持するには、時間距離を縮めるネットワーク

の強化と、物理的距離を超越させるデジタル技術活用の視点が欠かせない。 

生産空間の定住環境に対するもう一つの脅威は、激甚化・頻発化する自然災害である。

積雪寒冷という厳しい環境下にあり、新たに日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の危機も

加わる中で、国土強靱化も遅滞の許されない課題である。 

もとより、歴史的・地理的特性によるアイヌ文化振興や北方領土隣接地域振興も、生産

空間を舞台として今後も北海道開発を特徴付けていくこととなる。 

これらのビジョンを、第一章以降で示していきたい。 

 

「他で代替できない北海道の価値」は、人がリアルにそこに住むこと・そこに行くこと

から生まれる。全国に 10 年先んじて進む人口減少や広域分散型社会の課題を乗り越え、北

海道の価値を最大化するために 2050 年という近未来を見据えて多様な主体と『共に北海

道の未来を創る』こと。 

それが、多くの関係者と共に創った第９期計画の中心的メッセージである。 
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第１章 計画策定の意義 

 

第１節 北海道開発の経緯 

１．北海道開発の歴史 

我が国は、北海道の豊富な資源や広大な国土を利用し、国全体の安定と発展に寄与す

ることを目的として、1869 年の開拓使設置以降、特別な開発政策の下、北海道開発を進

めてきた。北海道開発法（昭和 25 年法律第 126 号）の制定後は、同法に基づきこれまで

８期にわたり北海道総合開発計画を策定し、計画的に北海道開発を推進してきた。北海

道開発の主眼は、法制定当初の国民経済の復興や人口問題の解決から、産業の適正配置、

エネルギー、食料の供給、観光等、時代の変遷に伴い変化しているが、一貫して、その

時々の国の課題の解決に寄与することを目的としている。 

北海道開発の結果、1869 年に約５万８千人だった人口は、500 万人余りに達し、道内

総生産は約 20 兆円になるなど、北海道は、食料の供給や観光・保養の主要な拠点とし

て、我が国全体の安定と発展に大きく寄与する地域となっている。 

 

２．第８期北海道総合開発計画の経緯 

第８期北海道総合開発計画（平成 28 年３月 29 日閣議決定。以下「第８期計画」とい

う。）は、本格的な人口減少時代の到来や国際環境の変化等を背景に策定された。 

第８期計画策定当時の北海道は、人口減少・高齢化の急速な進行等により、食や自然

環境等の北海道の強みを提供し、我が国全体に貢献している「生産空間1」を維持してい

くことが困難となるおそれがあった。このため、「食」と「観光」を戦略的産業として位

置付け、食と観光を担う生産空間を支えながら、「世界水準の価値創造空間」の形成を目

指すこととし、「人が輝く地域社会の形成」、「世界に目を向けた産業の振興」、「強靱で持

続可能な国土の形成」を３つの主要施策として推進してきた。 

また、生産空間は主として地方部に存在し、人々が分散して生活する散居形態を成し

ているという北海道の地域特性を踏まえ、都市機能・生活機能が日常生活に支障のない

水準で提供される「基礎圏域」を形成し、生産空間での暮らしを支えつつ、基礎圏域内

外の人々の活発な対流を促進する中で、人口の自然減・社会減の抑制を目指す「北海道

型地域構造」の保持・形成を図ることとした。 

第８期計画期間中には、農地の大区画化等の農林水産業のイノベーションを推進し、

専業的な農業経営体を中心とした効率的かつ安定的な生産が展開され、北海道の農業産

出額は、2014 年から 2020 年の期間で１兆 1,110 億円から１兆 2,667 億円に増加した。 

来道外国人旅行者数は、受入環境整備、ドライブ観光促進の取組等を実施した結果、

2015 年から 2019 年までの期間で 190 万人から 301 万人と約 1.6 倍になり、我が国全体

の外国人旅行者数の増加に貢献した。 

強靱で持続可能な国土の形成に関しては、河川、道路、港湾・漁港、海岸保全施設、

農業水利施設等の重要インフラの機能強化等の安全・安心な社会基盤の形成に向けた取

 
1 生産空間：主として農業・漁業に係る生産の場（特に市街地ではない領域）を指す。生産空間は、生産の

みならず、観光、脱炭素化に資する森林資源、豊富な再生可能エネルギー導入ポテンシャル、その他多面的・

公益的機能を提供し、北海道の価値を生み出している。 



 
2 

 

組や、釧路湿原の河道の蛇行復元等豊かな自然や多様な動植物の生息・生育環境を保全

するための取組が着実に進捗している。 

2020 年、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）が世界に拡大し、我が

国の社会経済活動は大きな影響を受けた。北海道においても、行動制限等により旅客の

輸送需要が大きく減少し、特に観光をけん引してきたインバウンド需要が消失するなど、

北海道の経済に甚大な影響を与えた。 

令和２年度に実施された第８期北海道総合開発計画中間点検（以下「中間点検」とい

う。）においては、感染症の影響を受けても、「食」と「観光」を戦略的産業と位置付け、

北海道の豊かな自然や文化等に根ざしつつ、「世界の北海道」を目指すという第８期計画

の理念は変わるものではないとし、感染症によって見えてきた北海道の価値を改めて見

つめ直し、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の加速等を図りながら、ポスト

コロナにおける「新たな日常」を先導する地域を目指すこととされた。 

 

第２節 第９期北海道総合開発計画の意義 

北海道開発の基本的意義は、北海道の資源・特性を活かして、その時々の国の課題解決

に貢献するとともに、地域の活力ある発展を図ることにある。 

中間点検以降、北海道開発を取り巻く状況に急速かつ大きな変化が生じている。 

感染症の拡大により東京一極集中のリスク及びその是正の必要性が改めて認識されると

ともに、テレワークを始め新しい働き方が導入されるなど、国民の暮らし方・働き方が大

きく変化した。 

世界各地で異常気象が発生する中、地球規模の課題の解決に向け、我が国は 2050 年まで

に温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「2050 年カーボンニュートラル」の実現を

目指すことを決定した。 

デジタル技術の活用が多方面で進み、地域の個性を活かしながら地方の社会課題の解決、

魅力向上のブレークスルーを実現し、地方活性化を加速するデジタル田園都市国家構想の

取組が進められることとなった。 

ウクライナ情勢や円安等を背景として、エネルギー・食料品の価格高騰や国際的な供給

不安が発生し、エネルギー・食料の安定供給の重要性とその難しさが再認識されることと

なった。さらに、中国や北朝鮮の動きなど東アジア情勢における安全保障上の課題に加え、

経済安全保障上の観点からは、グローバリゼーションの進展や科学技術の発展、産業基盤

のデジタル化・高度化といった社会経済の変化に伴うデジタル産業のサプライチェーン上

の脆弱性等の課題が顕在化した。 

北海道は、広域分散型社会を形成し散居の居住形態である「二重の疎」の環境にあるが、

「二重の疎」は、食料供給力が高く、観光資源に恵まれ、再生可能エネルギーのポテンシ

ャルが高い北海道の価値を生み出す「恵まれた疎」でもあり、我が国を取り巻く状況の変

化に対し、その資源・特性を活かして、我が国の経済社会づくりを先導する役割を担って

いかなければならない。 

一方、全国よりも 10 年先んじて高齢化が進行し、生産年齢人口の減少等の社会環境の見

通しが厳しく、生産空間の維持が課題となる中で、デジタル技術によるイノベーションに

対応した行動を起こせなければ、北海道は、国の課題解決に貢献することはおろか、地域
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の維持も困難になりかねない。 

このような状況下にあって、北海道開発を推進するためには、国、地方公共団体、住民、

ＮＰＯ、企業、教育機関等のあらゆる主体がデジタル技術を活用して連携・協働し、課題

解決の取組を迅速に推し進めていくことが必要である。 

また、多くの課題を国だけが主体となって解決することは困難であり、各主体が北海道

の地域特性を踏まえた将来像と目標を共有し、同じ方向性の下に各自のできることを追求

していくことが重要である。このため、2050 年までの長期を見据えた北海道開発の展開の

方向と施策の内容を示すものとして第９期北海道総合開発計画を策定する。 
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第２章 計画の目標 

 

第１節 我が国を取り巻く状況 

１．人口減少・少子高齢化と人口動態の変化 

我が国の人口減少・少子高齢化は急速に進行しており、2050 年には人口が約１億人ま

で減少し、高齢化率は約 38％に達する見込みである。 

北海道の人口減少は全国に先行し、2050 年には人口が 400 万人弱まで減少する見込み

である。また、高齢化も全国を上回るスピードで進行しており、2040 年の高齢化率は 40％

を超える見込みである。 

人口減少が進行すると、生産年齢人口の減少や国内消費市場の縮小によって経済規模

が縮小する可能性がある。特に、地方部においては、人口減少・低密度化の加速により

地域の活力の低下が懸念されるとともに、医療、福祉、介護、教育、商業等の都市機能・

生活機能の維持が困難になるおそれがある。 

近年、東京圏等の都市圏からの転入が転出を上回っている市町村が全国的に見られる

ようになっており、それに加え、感染症の影響により、東京一極集中のリスクが改めて

認識され、若者を中心に地方への移住や就業に対しての関心が高まりを見せている。 

また、感染症拡大を契機にテレワークが普及するなど、多様な暮らし方・働き方が可

能となる環境が整いつつあり、東京一極集中の是正と地方活性化につながる動きも見ら

れる。 

 

２．気候変動と自然災害の激甚化・頻発化 

極端な高温、大雨の頻度・強度の増加等の地球温暖化が要因とされる気候変動問題は、

世界各国が対応すべき喫緊の課題となっている。また、気候変動により、農作物の生育

障害、品質低下、海洋生物の分布域の変化、渇水の増加等の広範な影響が確認されてお

り、今後、更に深刻化することが懸念されている。 

気候変動問題に対応するため、我が国では、2050 年までのカーボンニュートラルの実

現を目標として、2030 年度に温室効果ガス排出量を 2013 年度から 46％削減することを

目指すこと、さらに、50％の高みに向け挑戦し続けることを表明2した。 

北海道においては、「ゼロカーボン北海道3」実現に向けて、国の各機関の連携による

支援体制が整備され、北海道、市町村と一体となって、全国の脱炭素化等を先導する取

組が開始されている。 

また、我が国は、地形、地質、気象等の自然条件により、従来から、台風、豪雨・豪

 
2 2021 年４月に開催された米国主催気候サミットにおいて菅総理大臣（当時）が表明。なお、「Ｇ７広島首脳

コミュニケ」（2023 年５月）において、「気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）及びその第６次評価報

告書（ＡＲ６）の最新の見解によって詳述された、気候変動の影響の加速及び激甚化に対する我々の強い懸

念を強調し、その最新の見解を踏まえ、世界のＧＨＧ排出量を 2019 年比で 2030 年までに約 43％、2035 年

までに約 60％削減することの緊急性が高まっていることを強調する。」とされた。 
3 ゼロカーボン北海道：2020 年３月、北海道は国に先駆けて 2050 年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ

を目指すことを宣言し、環境と経済・社会が調和しながら成長を続ける「ゼロカーボン北海道」の実現を目

指すこととした。（人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と吸収作用の保全及び強化により吸収

される温室効果ガスの吸収量との間の均衡が保たれていることを「ゼロカーボン」と定義している。） 
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雪、地震、火山噴火等の自然災害による甚大な被害に見舞われてきた。近年、降雨の局

地化や集中化、記録的な降雪が発生しており、地球温暖化による気候変動の影響により、

今後更に水害、土砂災害等が激甚化・頻発化することが懸念されている。特に北海道は、

全国の他の地域と比べて気候変動の影響による将来の降雨量の増加率が大きいと予測さ

れている。 

さらに、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震や南海トラフ地震、首都直下地震等の巨

大地震による大規模災害の発生が切迫しており、人口・諸機能が集中する地域に甚大な

被害をもたらす可能性がある。北海道では、冬期に大規模自然災害が発生した場合、マ

イナス 20 度を下回る低温や積雪、風雪、流氷等により応急・復旧活動が妨げられ、避難

が困難になるなど、被害の増大が懸念されている。 

 

３．社会を変えるデジタル技術 

近年、情報通信技術（ＩＣＴ）の急速な進化により、新しいビジネスや市場が生まれ、

人々の生活にも大きな変化をもたらしている。農林水産業へのロボット、ＡＩ、ＩｏＴ

等の先端技術の活用や積雪寒冷環境における自動運転の試験研究、インフラ分野へのデ

ジタル技術の活用等が進んできており、今後、デジタル技術等の更なる活用により、社

会課題の解決やイノベーションの進展が期待されている。 

 

４．国際情勢の変化 

我が国の経済は、1990 年代以降、長期的に低迷し、世界経済における地位は相対的に

低下している。一方、アジア主要国のＧＤＰは大きく増加し、世界の貿易はアジアを中

心に拡大しており、今後も成長が続くことが予想されている。訪日外国人旅行者につい

ても、感染症の拡大前は、アジア諸国を中心として大幅な増加傾向にあった。 

また、我が国は、小麦・大豆等の穀物・飼料、肥料原料等の輸入依存度が高く、原材

料の価格高騰により供給が途絶えれば、国民の生活と経済が大きな影響を受けることに

なる。世界の食料供給を巡っては、大規模自然災害、異常気象、水需給のひっ迫等のリ

スクがあり、感染症の拡大により、小麦の主要輸出国による食料の輸出制限が実施され

るなど、グローバル・サプライチェーンにおけるリスクが顕在化した。 

さらに、ロシアのウクライナ侵略によるエネルギー価格の高騰や国際的な供給不安の

顕在化により、国内におけるエネルギーや食料の安定供給の重要性が改めて浮き彫りと

なった。 

 

第２節 北海道の資源・特性 

前節のとおり我が国を取り巻く状況は急速かつ大きく変化しているが、豊かな資源に恵

まれた北海道には、これらの変化に立ち向かい課題を解決するポテンシャルがある。 

 

１．広大な大地 

北海道は、日本列島を構成する主要４島の一つで、国土面積の約５分の１を占め、近

畿・中国・四国地方の合計面積に匹敵する広大な大地である。人口密度は全国平均の約

５分の１であり、都市間距離が長く、各地域の拠点となる都市に蓄積された都市機能を



 
6 

 

周辺の広い地域で利用する広域分散型社会が形成されている。 

 

２．食料供給力 

北海道の農業産出額は全国の約 15％を占め、小麦、ばれいしょ、たまねぎ、生乳等の

多くの農畜産物で全国最大の生産地となっており、供給熱量（カロリー）ベースで我が

国の約４分の１の食料を生産するなど、食料供給基地としての役割を担っている。また、

北海道の耕地面積は、全国の約 26％を占めており、荒廃農地の発生面積が小さく、耕地

面積が安定的に推移している。農地の大区画化と集積・集約化が進行するとともに、都

府県の約 14 倍の経営規模を有し、専業的な経営体が主体となった生産性の高い農業経

営が展開されている。 

水産業に関しても、北海道は、全国の約 13％の海岸線を有し、海面漁業・養殖業の生

産量で全国の約 25％、産出額で全国の約 20％を占め、ホタテガイ、タラ、サケ・マス、

ホッケ、コンブ等の多くの水産物で全国一の生産量を誇る我が国最大の水産物供給基地

である。 

 

３．エネルギー・資源 

北海道には、風力、太陽光、地熱等の再生可能エネルギーや水資源が豊富に賦存して

いる。都道府県別の再生可能エネルギー賦存量でみると、陸上風力（約 51％）、洋上風

力（約 29％）、太陽光（約 25％）等で北海道が全国１位となっており、特に、再生可能

エネルギーの主力電源化に向けた切り札と期待される洋上風力については、2040 年の全

国導入目標4の約３分の１を北海道が担うことが想定されている。 

また、全国の森林面積の約 22％を占める北海道の森林は、ＣＯ₂の吸収源として重要

な役割を担っており、全国の約 13％の海岸線を有する北海道の沿岸域におけるブルーカ

ーボン生態系5についても、新たなＣＯ₂の吸収源として期待されている。 

 

４．自然環境・文化 

北海道は、世界自然遺産の知床や釧路湿原等のラムサール条約湿地を始め、我が国の

中でも特に雄大な自然や美しく個性豊かな景観に恵まれており、貴重な動植物が生息し

ている。 

また、北海道には、アイヌ文化や世界文化遺産の北海道・北東北の縄文遺跡群、オホ

ーツク文化、擦文文化6、雪・氷に慣れ親しむ北の暮らし等の独自の歴史・文化が存在し

ている。 

 
4 全国導入目標：洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会「洋上風力産業ビジョン（第１次）」（令和

２年 12 月）における 2040 年までの全国の導入目標。同ビジョンにおいて、一定の考え方の下で地域別の導

入イメージが示されている。 
5 ブルーカーボン生態系：ブルーカーボンとは藻場や浅場等の海洋生態系に取り込まれた炭素のことであり、

ブルーカーボンを隔離・貯留する海草藻場、海藻藻場、湿地・干潟等の海洋生態系を「ブル－カーボン生態

系」と呼ぶ。 
6 オホーツク文化、擦文文化：５～９世紀にかけて「オホーツク文化」が、サハリン（樺太）から北海道の

オホーツク海沿岸、千島列島に広がり、７～12 世紀にかけては本州文化の影響を受けた北海道特有の「擦文

（さつもん）文化」が広がった。 
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こうした北海道の自然環境、自然・農山漁村景観、独自の歴史・文化は、アジアの中

でも特徴的で魅力的な観光資源となっており、アジアからの訪日外国人の旅行先として

高い人気を誇っている。北海道を訪れる外国人旅行者数は、感染症拡大前の直近５年間

で 164 万人増加しており、来道を希望する外国人旅行者からは、雄大な自然や歴史・文

化を活かしたアドベンチャートラベル7等への期待が高く、北海道は、夏場の過ごしやす

い気候や冬のパウダースノーを活かしたスポーツ等の四季を通じた体験型観光や世界屈

指のスノーアクティビティを提供できる国内有数の地域となっている。 

 

５．地理的特性・寒冷地技術 

北海道は、日本列島の最北端に位置し、ロシア極東地域に隣接するとともに、北米・

欧州と東アジアとの結節点という要衝を占め、北の玄関としての役割を果たしている。 

また、北海道には、積雪寒冷の厳しい気象条件、土壌条件等を克服するための技術開

発・研究開発の蓄積があることから、積雪寒冷技術研究のフロンティア、先駆的フィー

ルドとしての役割が期待されている。 

 

第３節 2050 年の北海道の将来像 

我が国を取り巻く状況に急速かつ大きな変化が生じている中で、北海道開発は、時代の

変化に臨機応変に対応して時々の国の課題の解決に寄与することが重要であるが、それと

同時に、北海道開発を効果的に推進し、地域の活力ある発展を実現するためには、計画を

実行する主体が長期的な展望に立った基本的方向性を共有することが必要である。 

このため、北海道が国の課題の解決のために果たすべき役割を整理し、2050 年の北海道

の将来像を描くとともに、それを実現するための方向性を示した上で新たな北海道開発の

目標を設定する。 

 

１．国の課題解決のために果たすべき役割 

我が国を取り巻く状況及び北海道の資源・特性を踏まえると、2050 年を見据え北海道

が国の課題解決のために果たすべき役割は以下のとおりである。 

 

① 分散型国づくりを支える地方創生を先導する 

ライフスタイルや価値観が多様化する中で、心の豊かさやゆとりある生活を重視

する人も増えており、感染症によって地方移住や多様な暮らし方・働き方への関心

が高まっている。これに対し、北海道には、密になりにくい広域分散型の地域構造、

豊かな自然環境に囲まれたゆとりある空間等、多様な暮らし方・働き方を求める

人々を引きつける魅力と包容力があり、分散型国づくりを支える地方創生を先導す

ることが期待されている。 

②  豊かな土地・水資源等を活かして我が国の食料安全保障を支える 

 
7 アドベンチャートラベル：「自然」、「アクティビティ」、「文化体験」の３要素のうち２つ以上で構成される

旅行。北海道は、アドベンチャートラベルに適しているとして世界からも注目を集めており、2021 年及び

2023 年、世界最大級のアドベンチャートラベルイベントである ATWS(アドベンチャートラベル・ワールドサ

ミット）が開催された。 
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世界の食料需要の増大や国際情勢の変化等により、将来の食料需給のひっ迫や食

料の安定供給の確保に対する懸念が高まりつつある。これに対し、北海道は我が国

の食料供給基地として食料の安定供給に貢献しており、その重要性は更に増してい

る。 

③  豊富な地域資源を活かして我が国の脱炭素化を先導する 

2050 年カーボンニュートラルの実現は、世界の国々が利害を超えて一体となって

取り組まなければ達成できない課題である。これに対し、北海道には、風力、太陽

光、地熱等の再生可能エネルギーが豊富に賦存しているとともに、全国の約 22％を

占める広大な面積の森林があり、豊富な地域資源を活かして我が国の脱炭素化を先

導することが期待されている。 

④  国民共通の財産である北海道の自然環境・文化を受け継ぐ 

特色ある自然環境に加え、アイヌ文化等、北海道独自の歴史や文化の価値が改め

て見直されており、国民共通の財産である北海道の自然環境・文化を受け継ぐこと

が求められている。 

⑤  生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土をつくる 

水災害の激甚化・頻発化、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模自然災

害が懸念されている。また、北海道の「食」、「観光」及び「脱炭素化」を担う生産

空間を守ることは、我が国の持続可能な社会経済活動に貢献することにつながる。

生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土をつくることが求められて

いる。 

⑥  競争力のある産業を育成し我が国の経済成長に貢献する 

我が国の経済は長期的に低成長が続いており、国際的地位の更なる低下が懸念さ

れている。これに対し、北海道においては、市場の拡大が期待される再生可能エネ

ルギー関連産業、経済安全保障に貢献する半導体産業、民間によるロケット打上げ

等の様々な企業の発展が期待される宇宙関連産業等が成長しつつあり、競争力のあ

る産業を育成し、我が国の経済成長に貢献することが求められている。 

また、北海道は、特色ある自然環境・文化等の観光資源を有しており、国内旅行

先としてのみならずアジアを始めとした訪日外国人の旅行先としても人気が高い。

国内交流の拡大やインバウンド観光の回復により、感染症によって打撃を受けた観

光地・観光産業の再生を図るとともに、世界トップクラスの観光地域づくりを推進

し、観光立国の実現に向けて先導的な役割を果たす必要がある。 

 

２．将来像 

第１節の「我が国を取り巻く状況」、第２節の「北海道の資源・特性」と上記「国の課

題解決のために果たすべき役割」を踏まえ、2050 年の北海道の将来像を描き、北海道開

発を効果的に進める。 

 

 食、観光、脱炭素化等の北海道の強みを活かした産業が国内外に展開し、豊か

な北海道が実現することで、我が国の経済安全保障に貢献している。 

 デジタルの実装により、北海道内の地方部における定住・交流環境が維持され
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るとともに、国内外から人を魅
ひ

きつける多様な暮らし方が実現している。 

 

３．将来像を支える社会基盤 

2050 年における北海道の将来像を支える根幹的な社会基盤としては、北海道新幹線

（新函館北斗・札幌間）、高規格道路や港湾・空港等の北海道内外を連結する交通ネット

ワーク整備、気候変動（２度上昇）を前提とした河川整備等の流域治水、大区画化等の

農業生産基盤、森林、拠点漁港等の整備、高度なデジタル基盤や北海道内外を連結する

送電網整備が進展していることが期待される。 

 

４．将来像を実現するために進むべき方向性 

① 高い食料生産力を有する農林水産業・食関連産業を形成 

食料生産力の向上により北海道産の農林水産物が安定的に供給されるとともに、

デジタル技術等による幅広い農林水産業・食関連産業の展開によって地域全体の所

得が向上し、我が国の食料安全保障に貢献することを目指す。 

② 脱炭素社会を実現し、エネルギー基地を形成 

北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーが最大限に活用され、北海道内のみ

ならず道外に対してエネルギーを供給するとともに、水素等の新たなエネルギーの

導入や北海道の豊富な森林資源等を最大限に活用した脱炭素社会の実現を目指す。 

③ 世界市場を見据えた「食」、「観光」、「再生可能エネルギー」産業を形成 

北海道の雄大な自然や歴史・文化を活かした高付加価値な観光資源造成等により

世界トップクラスの観光地域づくりを推進し、世界市場における北海道ブランドの

確立を目指す。 

また、北海道の強みである「食」、「観光」に加え、「再生可能エネルギー」関連産

業や半導体産業、宇宙関連産業等の新たな産業が北海道の基幹産業となり、国内外

に展開されるとともに、地域に雇用が創出されることを目指す。 

④ 豊かな資源を活かして自立・循環する地域経済を構築 

エネルギーの地産地消の取組や農林水産物等の地域内消費の推進により、地域の

雇用が創出されるなど、環境と経済の好循環が生まれることを目指す。 

⑤ 豊かな自然と共生する持続可能な社会を創造 

北海道らしい豊かな自然環境・景観が保全され、生物多様性の確保が図られると

ともに、自然環境が有する多様な機能をインフラ整備等に積極的に活用し、持続可

能な社会の創造を目指す。 

⑥ 北海道独自の文化を保全・継承 

アイヌ文化の振興等の取組を通じて、アイヌの人々の誇りが尊重される社会の実

現を目指す。また、北の縄文遺跡8を始めとする道内各地の遺跡、特有の歴史・風土

の中から育まれる北海道の食文化等、北海道が誇る文化資源が保全・継承されるこ

とを目指す。 

 
8 北の縄文遺跡：「北海道・北東北の縄文遺跡群」のうち、北海道に存在する縄文遺跡群。 
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⑦ 北方領土隣接地域等の振興を実現 

北方領土隣接地域9における基幹産業の振興、地域防災力の強化等により、安定し

た地域社会を形成するとともに、国境周辺地域においても、住民の安全・安心な暮

らしが確保される地域社会を形成することを目指す。 

⑧ 地域で生まれ、育ち、安心して暮らしていくことのできる社会を形成 

地方部においても遠隔医療や遠隔・オンライン教育等デジタル技術の活用によっ

て必要なサービスを引き続き受けることができるようになるとともに、日常生活に

おける快適で容易な移動が確保され、住み続けたいと感じる北海道の豊かな暮らし

の実現を目指す。 

⑨ 国内外から人を引きつけるライフスタイルを実現 

デジタル技術の活用や地域資源の効率的な利用により、北海道において二地域居

住10やワーケーション・テレワーク等の多様な暮らし方・働き方が可能となり、国内

外から人を引きつけるライフスタイルの実現を目指す。 

⑩ 経済・社会を支えるネットワークを確立 

持続可能な道路・港湾・空港・鉄道による利便性の高い人流・物流ネットワーク

を構築するとともに、本州のネットワークとの連携を強化し、地方部で暮らす人々

を支え、生産空間で生み出した北海道の価値を国内外に届けることを目指す。 

また、北海道新幹線の札幌延伸と創成川通（都心アクセス道路）及び札幌駅バス

ターミナルの整備により、道内各地へ放射する高規格道路や鉄道ネットワークと一

体となったハブ機能を形成し、道内のヒト・モノの流れの飛躍的な活性化を目指す。 

⑪ 大規模災害から生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持 

気候変動により激甚化・頻発化する水災害や巨大地震等の大規模自然災害に対し、

あらゆる主体の総力を結集し、安全・安心な地域社会が構築されるとともに、災害

時における人流・物流ネットワークやライフライン機能が確保され、速やかな復旧・

復興体制が整備される社会の実現を目指す。 

⑫ 切迫する大規模災害に対応した被災リスクを分散 

国家的規模の災害時においても、北海道の食・エネルギーの供給等のバックアッ

プ機能を発揮するとともに、企業の本社機能や生産拠点等の道内移転により北海道

がリスク分散の受け皿となることを目指す。 

 

第４節 第９期北海道総合開発計画の目標 

2050 年の北海道の将来像を実現するためには、国民、道民と広く共有できる目標を掲げ、

段階的・戦略的に施策を進める必要がある。本計画では、2050 年の北海道の将来像に向け

た最初の一歩として、豊かな北海道が実現し、我が国に貢献するための土台づくりを行う。 

我が国が直面する課題の解決に貢献するためには、従来の北海道の強みである「食」、「観

光」を一層強化するとともに、「脱炭素化」におけるポテンシャル等の北海道が持つ資源・

特性を最大限に活かす必要がある。 

また、生産空間は、食、観光、脱炭素化等の北海道の価値を生み出しているが、人口減

 
9 北方領土隣接地域：根室市、別海町、中標津町、標津町及び羅臼町の１市４町。 
10 二地域居住：主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点を設ける暮らし方のこと。 
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少により、地方部の定住環境の確保が困難となるならば、生産空間を維持できなくなり、

我が国全体にとって大きな損失となる。北海道が我が国に貢献し続けるためには、北海道

型地域構造の保持・形成を図り、北海道の価値を生み出す生産空間を維持・発展させるこ

とが必要である。 

北海道が我が国に貢献するための土台を固め、北海道の価値を更に高めるため、この計

画では、以下の２つの目標を設定する。 

 

目標１ 「我が国の豊かな暮らしを支える北海道 

～食料安全保障、観光立国、ゼロカーボン北海道」 

 

目標２ 「北海道の価値を生み出す北海道型地域構造 

～生産空間の維持・発展と強靱な国土づくり」 
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第３章 計画推進の基本方針 

 

第１節 計画の期間 

この計画の期間は、2024 年度からおおむね 10 年間とする。 

 

第２節 計画の主要施策 

目標を達成するための主要施策は以下のとおりとし、これらを総合的に推進する。 

 

目標１「我が国の豊かな暮らしを支える北海道～食料安全保障、観光立国、ゼロカーボ

ン北海道」に係る主要施策 

北海道がその資源・特性を活かして我が国が直面する課題の解決に貢献するために

は、従来の北海道の強みである「食」、「観光」を一層強化する必要がある。このため、

「食料安全保障を支える農林水産業・食関連産業の持続的な発展」、「観光立国を先導

する世界トップクラスの観光地域づくり」に取り組む。 

「脱炭素化」における北海道のポテンシャルを発揮するとともに、森林等によるＣ

Ｏ₂吸収力を高めて我が国の地球温暖化対策を先導することが期待されている。その

際、全国へ貢献するだけでなく、脱炭素化や再生可能エネルギーの供給が地域経済に

利益をもたらし、地域の活力につながることが重要である。また、再生可能エネルギ

ーや宇宙関連産業等の地域の強みを活かした新しい産業を育成することが期待されて

いる。このため、「地球温暖化対策を先導するゼロカーボン北海道の実現」、「地域の強

みを活かした成長産業の形成」に取り組む。 

北海道の雄大な自然や多様な文化等の北海道が現在持っている価値を維持し続け

ることや北海道の地理的特徴を踏まえた地域振興も北海道が強みを活かして我が国に

貢献する上で重要である。このため、「自然共生社会・循環型社会の形成」、「北方領土

隣接地域及び国境周辺地域の振興」、「アイヌ文化の振興等」に取り組む。 

 

目標２「北海道の価値を生み出す北海道型地域構造～生産空間の維持・発展と強靱な国

土づくり」に係る主要施策 

北海道が我が国に貢献するためには、北海道の価値を生み出す生産空間を維持・発

展させることが必要である。都市間距離が長い広域分散型社会の北海道において、人々

が長期にわたり住み続けられる地域社会を維持するためには、デジタル技術の活用に

より時間と空間の制約を克服し、必要なサービスを享受できるようにすることが効果

的である。このため、「デジタルの活用による生産空間の維持・発展」に取り組む。 

地方部の地域コミュニティを維持するためには、世代を超えた多様な人材の地域活

動への参加を促進するとともに、生産空間の魅力や定住・交流環境を向上させること

が必要である。このため、「多様で豊かな地域社会の形成」に取り組む。 

生産空間が有する資源を活かして魅力を最大限に発揮させるためには、都市と市街

地、そして生産空間を結ぶ生活サービスへアクセス可能な交通ネットワークを確保す

るとともに、農林水産品・食料品の輸送や必要な原材料の輸送、観光等に求められる

広域的な人流・物流を支える交通体系を強化する必要がある。このため、「北海道型地
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域構造を支え、世界を見据えた人流・物流ネットワークの形成」に取り組む。 

安全・安心の確保は、社会経済活動の基盤であり、生産空間と地域の暮らしを守る

とともに、北海道のポテンシャルを活かして我が国全体の国土強靱化に貢献すること

が求められる。このため、「生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土づ

くり」に取り組む。 

 

第３節 計画の進め方 

１．リアルとデジタルのハイブリッドによる北海道型地域構造の保持・形成 

北海道型地域構造は、広域に分散している人口分布状況や１次産業の生産活動が人口

低密度の地方部で営まれている現状を踏まえ、中長期的な地域構造の在り方として位置

付けられるものであり、土地の利用状況や周辺との関わりで提供される都市機能・生活

機能に着目して次の３層構造で構成されている。 
・ 北海道内の地方部における主として農業・漁業に係る生産を支え、観光資源を提供

する「生産空間」 
・ 一定程度の人口集積が見られ日常生活の拠点的機能を有する地方部の「市街地」 
・ 医療等でのより高次な都市機能・生活機能を提供する「圏域中心都市」 
第８期計画では、「食」と「観光」を担う場である生産空間を維持・発展させることを

北海道が我が国に貢献するために必要な中心的課題として位置付け、生産空間を支える

北海道型地域構造の保持・形成を計画の重点的施策として取り組んできた。 

2050 年カーボンニュートラルを目指して我が国全体が取り組む中、北海道は脱炭素化

を先導することが期待されており、本計画においては、ゼロカーボン北海道の実現に取

り組むこととしているが、風力、バイオマス等の再生可能エネルギーは、主に地方部に

賦存しており、「食」と「観光」に加え、再生可能エネルギーも生み出す生産空間の重要

性は一層高まっている。 
北海道の人口減少は、全国に先行して進んでおり、特に地方部における人口減少は著

しく、2050 年には、現在、人が住んでいる地域のうち、約 43％が無人化するおそれがあ

る。人々の生活を支えている医療、福祉、介護、教育、商業等の都市機能・生活機能は、

一定の利用人口を前提としており、人口減少が急速に進む地方部においては、こうした

サービスへのアクセスが困難になる可能性がある。なお、一部の市町村においては、移

住対策や子育て支援等の定住対策、高規格道路ネットワークの延伸等とも相まって若い

世代の人口増加率がプラスに転じるなど、生産空間の活性化につながる動きも見られる。 
生産空間は、散居集落が大部分を占めており、人々が分散して生活する地域構造とな

っているが、食料生産は実際にその場に住み続ける、観光は実際にその場に行くという

リアルを前提に成立しており、交通ネットワークの整備等のリアルを支えるインフラが

不可欠である。 
また、散居集落において生活環境を維持するためには、人が移動せずに医療や高等教

育・社会教育等のサービスを受けられるなど、時間と空間の制約を克服できるデジタル

技術の活用が有効である。さらに、仕事や教育等が道内はもとより道外ともオンライン

でつながることによって、様々な活動を支える人材の育成・確保が可能となる。 

このため、実際の人々の営みを支えるリアルな生産空間をデジタル技術の活用によっ
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て補強・補完することを各種施策推進のコア概念として、北海道の強みを有する生産空

間を維持・発展させる施策を展開する。 

 
２．計画の実効性を高めるための方策 

広大な北海道は、気候、歴史、文化、産業等が異なる多様で個性的な地域から成り立

っており、各地域がそれぞれの個性、地域資源を活かし、地域の課題の解決を図り、独

自性のある発展を遂げることが重要である。 
第５期北海道総合開発計画以降、６圏域（道南、道央、道北、オホーツク、十勝及び

釧路・根室）を中心として、地域づくりに向けた取組が進められてきており、広域的な

連携体制及びプロジェクトを引き続き推進する。また、北海道開発局開発建設部、地方

公共団体、ＮＰＯ、企業、教育機関等による連携体制を構築し、北海道の価値を高める

ための官民共創の取組を推進する。 
計画の推進に当たっては、国土形成計画（全国計画）と連携を図るとともに、新しい

資本主義のグランドデザイン及び実行計画、デジタル田園都市国家構想総合戦略に基づ

くデジタルライフライン全国総合整備計画、国土強靱化基本計画、食料・農業・農村基

本計画、観光立国推進基本計画、地球温暖化対策計画、社会資本整備重点計画、交通政

策基本計画等を踏まえつつ、急速に進展するデジタル技術の活用や多様な主体の共創等、

次に掲げる取組を通じて、この計画の実効性を高める。 
 

（１）官民の垣根を越えた「共創」 

北海道の価値を高めるとともに、地域が直面する様々な課題の解決を図るためには、

多様な主体が総力を結集し、分野を越えた連携・協働により、新しい価値を生み出す

取組を進めていくことが重要である。 
このため、関係者が対話して北海道の価値への理解を深めながら、その魅力や可能

性について未来を担うこどもたちに伝える取組や、リ・スキリング（学び直し）等に

より社会の変化に適応する能力を高め、果敢に挑戦する人材を育成するなど人への投

資を推進する。また、多様な施策の実施主体による官民連携のプラットフォーム構築

や景観形成等に関する地域の協働による取組を推進するなど、国、地方公共団体、住

民、ＮＰＯ、企業、教育機関等との連携・協働の促進を図る。 
少子高齢化が急速に進行している地方部においては、多くの社会的課題を行政だけ

が主体となって解決していくことは困難である。住民参加による地域の課題解決に向

けた取組や民間企業が公的役割を担う取組を支援するなど、官民の垣根を越えた共創

により地域の課題を解決する社会を実現していくことが重要である。 
 

（２）社会変革の鍵となるＤＸ・ＧＸの推進 

人口減少、少子高齢化、気候変動等の社会的課題を解決する上で、経済・社会シス

テムの変革が必要であり、ＤＸ・ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進

が社会変革の鍵となる。 
デジタル技術を積極的に導入することにより、省力化、自動化、効率化等だけでは

なく、北海道の広大さのデメリットである時間と空間の制約を克服し、社会の変化に
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対応した新たな価値を創出するための変革に取り組む。 
また、カーボンニュートラルの実現に向け、エネルギーの安定的な確保を前提とし

たＧＸの推進が不可欠であり、北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーを最大限

活用するとともに、ＧＸ実現に向けた成長産業分野に対するＥＳＧ投資11等国内外か

らの投資を促進するため、産学官金連携のコンソーシアムによる取組を推進する。 
 
（３）フロンティア精神の再発揮 

北海道では、明治以降の開発の歴史の中で、新しい課題に進んで挑戦するフロンテ

ィア精神が培われてきた。戦後においても、石炭や食料の生産増強、作物の品種改良

等たゆまぬ努力が積み重ねられ、さらに近年、国際的な観光地として海外からも高い

評価を得るなど、道民が積み上げてきた開発の歴史がある。我が国の社会経済が大き

な転換期を迎えている今日、新たな時代を切り開いていくための資源・特性に恵まれ

た北海道は、再びフロンティア精神を発揮し、豊かな経済・社会づくりに貢献してい

くことが期待されている。 
第８期計画においても「世界の北海道」が提唱され、北海道全体が世界のフロンテ

ィアとして先導する気概を持って、世界との競争と連携に挑戦していくことが地域の

発展と我が国全体への貢献を果たすための鍵となることとされている。 
北海道の強みである農業は、担い手不足等の課題を抱える一方で法人化や先端技術

の導入等の新しい農業経営が構築されつつある。また、デジタルコンテンツ等の先端

技術を活用した北海道発の新しい価値も創造されている。さらに、近年、北海道にお

いては、宇宙関連産業やフードテック12分野等の地理的・気候的特性を活かした先駆的

産業が成長しつつある。 
先端的な産業等の発展には、次世代を担う若者の視点やその個性と能力を発揮しや

すい環境が必要である。北海道は、フロンティア精神に富み、先端技術をいち早く取

り入れる風土があり、付加価値を創造する人材を育成・起用し、研究、人材育成の拠

点となることが期待される。 
このため、道民自らが様々な活動に参加することを促し、産学官金の連携によるス

タートアップ創出等の新たなビジネスモデルの創造を図るとともに、再生可能エネル

ギー等北海道の価値を訴求し、企業の誘致を促進する。 
また、道内の自治体においてエネルギーの地産地消等の先駆的な取組が展開されて

おり、地方部のこうした小さな町の大きな挑戦が少子高齢化や人口減少に直面する地

域における活性化を先導することが期待される。 
一方、北海道においては、厳しい冬や雪が暮らしのハンデキャップとなっており、

これらを克服し前向きに受け入れることが重要である。このため、国、国立研究開発

法人、大学、民間等の連携を強化しつつ、積雪寒冷地に対応した技術研究開発に取り

組むとともに、新技術の活用や北海道の特性を活かした先進的・実験的取組を積極的

 
11 ＥＳＧ投資：財務的な要素に加えて、非財務的な要素であるＥＳＧ（環境、社会、ガバナンス）を考慮す

る投資のこと。 
12

 フードテック：フード（Food）とテクノロジー（Technology）を掛け合わせた言葉。最先端のテクノロジ

ーを利用して、食の持つ可能性を広げていくこと。 
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に推進し、積雪寒冷技術研究のフロンティア、先駆的フィールドとしての役割を高め

ることを目指す。 
また、ＩＣＴや再生可能エネルギーを活用した除排雪の効率化・省力化、エネルギ

ー資源としての活用等、雪に対応したまちづくりを推進する。 
さらに、北海道の優れた資源・特性を活かし、全国画一ではないローカルスタンダ

ード導入による、北海道固有の課題に対する独自の取組（北海道スタンダード）を一

層推進する。 
 

（４）戦略的・計画的な社会資本整備 

厳しい財政状況の下、持続可能なインフラ整備を実現するためには、公共投資の重

点化・効率化を図るとともに、維持管理・更新や活用段階を見据えた計画的なインフ

ラ整備を行うことによりストック効果を最大限に発揮させる必要がある。 
北海道の価値を生み出す生産空間は地方部に広域的に存在していることから、早期

に整備する工夫や早期に事業効果を発現させる工夫を行うなど、戦略的・計画的なイ

ンフラ整備を推進する。 
また、自然災害の激甚化、頻発化への対応としての流域治水等の推進に当たっては、

グリーンインフラ13の考えを取り入れるなど北海道の自然や地域特性を活かしたイン

フラ整備を促進するとともに、食料安全保障に貢献する生産基盤の強化や観光振興に

寄与する交通ネットワーク整備等の北海道の価値を高めるインフラを重点的に整備す

る。計画を効果的に推進するため、ハード・ソフトにわたる事業間の連携を促進し、

時々の情勢変化を勘案して、柔軟で機動的・重点的な対応を図る。 
さらに、地方公共団体や企業、住民といった多様な主体とも連携し、整備段階だけ

ではなく、維持管理・利活用段階までも視野に入れて、インフラの潜在力を引き出す

ことが重要である。 
インフラの多くが、高度経済成長期以降に整備されており、建設から 50 年以上経過

する施設の割合は加速度的に増加している。修繕等の措置が早急に必要な施設が多数

存在していることから、広域的・戦略的なインフラマネジメントを進め、予防保全型

のインフラメンテナンスへの本格転換を図る。これらに加えて、北海道は積雪寒冷地

特有の気象や構造物特性を踏まえたメンテナンスが必要である。 
 

３．計画のマネジメント 

計画の推進に当たっては、効率的かつ効果的なＰＤＣＡサイクルを進め、人口、経済、

社会等に関する各種指標や施策の進捗状況についてモニタリングを実施するとともに、

主要施策、期間等について、弾力的運用又は必要に応じた見直しを行う。 

 
13 グリーンインフラ：社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト面において、自然環境が有する多様な機

能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組。 
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第４章 計画の主要施策 

 

第１節 「我が国の豊かな暮らしを支える北海道～食料安全保障、観光立国、ゼロカーボ

ン北海道」に係る主要施策 

１．食料安全保障を支える農林水産業・食関連産業の持続的な発展 

食料安全保障を支える農林水産業・食関連産業の持続的な発展に向け、次に掲げる基

本的方向に沿って施策を展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）我が国を先導する農林水産業の生産力強化 

（２）国内外のマーケットに対応したバリューチェーンの構築 

（３）持続可能な農林水産業の展開 

（４）農林水産業の持続性を支える農山漁村の振興 

 

（１）我が国を先導する農林水産業の生産力強化 

（我が国を先導する農業の生産力強化） 

我が国の供給熱量（カロリー）ベースの食料自給率は近年 40％程度で推移しており、

小麦・大豆や飼料等を輸入に依存しているが、世界では食料や生産資材の価格高騰や

輸出規制等の事態が生じるとともに、将来的には食料需給のひっ迫が予測されており、

我が国の食料安全保障上の懸念が高まりつつある。北海道の食料自給率は供給熱量（カ

ロリー）ベースで 200％を超えており、さらに 2030 年度には 268％14とすることが目

標とされている。また、稲作、畑作、野菜、果樹、花き、酪農、肉用牛、軽種馬、中

小家畜等の地域の特色を活かした多様な農業が展開されており、我が国の食料安定供

給等に大きな役割を担っているが、農業従事者数の減少や高齢化等の生産基盤の脆弱

化が懸念されている。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、農業の

生産力強化を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○輸入依存度の高い作物の生産・利用拡大 

 需要に対応した小麦・大豆の生産・利用拡大 

 北海道の特性に応じた飼料作物の生産・利用拡大 

○我が国の農業を先導するイノベーション 

 センサーやリモート制御による農業機械の操作等のスマート農業の実装加

速化 

 研究機関との連携等を通じた新たな営農技術や品種の導入 

    ○農業生産力を強化する生産基盤の整備・確保 

 地域特性に応じた高効率・高品質生産を可能とする農業生産基盤及びデジ

タル基盤の整備 

 
14 268％：北海道が策定した「第６期北海道農業・農村振興推進計画（令和３年３月）」において設定されて

いる、安全・安心で良質な農産物の安定的な供給によって国民全体の食を持続的に支え、我が国最大の食料

供給地域としての役割を一層果たしている姿を示す指標。 
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 グリーン化・デジタル化による農業水利施設の整備及び戦略的保全管理 

 耐震・排水対策等の災害に強い農業生産基盤整備 

    ○農業生産力を支える経営基盤の強化 

 担い手への農地集積・集約化の加速化と優良農地の確保 

 生産の効率化や経営の高度化等に向けた多様な農業経営の展開 

 外部支援組織の戦略的な活用 

 地域農業の特徴に応じた多様な人材の確保 

 

（我が国を先導する林業の生産力強化） 

北海道の森林面積は全国の約 22％を占め、森林資源の循環利用に向けた取組が進め

られているが、戦後造成されたトドマツ・カラマツ等の人工林の約８割が利用期を迎

える一方、将来の資源である若齢林は少なく、バランスを欠いた森林資源構成となっ

ている。また、伐採量や造林量が増加傾向にある中、森林施業における労働力不足が

顕在化するとともに、機械化の進んでいない造林・保育等の作業負荷や費用負担が大

きく、生産性は低位に留まっている。このため、次に掲げる施策について重点的に取

り組み、林業の生産力強化を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○森林資源の循環利用による豊かな北の森づくり 

 間伐や主伐後の再造林等の計画的な森林整備 

 治山ダムの設置等による増大する山地災害への対応 

     ○我が国の林業を先導するイノベーション 

 リモートセンシング技術による高度な森林関連情報の把握・活用等のスマ

ート林業の実装加速化 

 エリートツリー15等の新たな林業技術の開発・普及 

     ○木材生産力を支える経営基盤強化 

 林道等の路網整備と併せた高性能林業機械・大型車両導入 

 経営管理の集積・集約化等による林業経営体の経営力強化 

 地域や関係団体の連携による人材の育成・確保 

 

（我が国を先導する水産業の生産力強化） 

北海道の海面漁業・養殖業生産量は全国の約 25％を占め、多くの水産物で全国最大

の生産量を誇っているが、海洋環境の変化や水産資源の減少等により、サンマやスル

メイカ、サケ等の主要魚種の不漁が継続しており、漁業生産量は長期的に減少傾向に

ある。また、2021 年には、北海道太平洋沿岸沖で赤潮被害が発生し、漁業生産に大き

な影響を与えた。さらに、漁業従事者数の減少や高齢化の進行等、漁業生産体制の脆

弱化が懸念されている。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、水産

業の生産力強化を図る。 

 
15 エリートツリー：国立研究開発法人森林研究・整備機構が成長や材質等の形質が良い精英樹同士の人工交

配等を行って得られた個体の中から成長等がより優れたものを選抜して得られた精英樹のこと。 



 
19 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○豊かな北の海の恵みを守る水産資源の管理 

 ＭＳＹ（最大持続生産量）16ベースの資源評価に基づくＴＡＣ（漁獲可能

量）管理17やＩＱ（漁獲割当て）管理18、資源管理協定に基づく漁業者の自

主的管理 

 海域特性に応じた栽培漁業 

○我が国の水産業を先導するイノベーション 

 漁獲データや海洋環境データを活用した資源管理の高度化等のスマート水

産業の実装加速化 

     ○水産業の生産力を支える水産基盤の整備 

 高度衛生管理型の荷さばき所の整備等による拠点漁港等の生産・流通機能

強化 

 養殖適地拡大等の漁港の適正利用・有効利用 

 水産生物の生活史に配慮した水産環境の整備 

 漁港施設の強靱化 

     ○水産業の成長産業化 

 複合的な漁業への転換等による漁船漁業の構造改革 

 国産品生産拡大のための養殖業の成長産業化 

 人材の育成・確保 

 

（２）国内外のマーケットに対応したバリューチェーンの構築 

北海道の農林水産業・食関連産業は素材供給型の生産が主体であり、付加価値率が

低い。また、多様なニーズに対応した生産・加工・流通等の供給体制や、拡大する海

外市場の獲得に向けた体制の構築も十分とはいえない。利益率の高い農林水産業・食

関連産業へ発展させるためには、６次産業化19を促進するとともに北海道のブランド

力を活かし、付加価値を高めることが重要である。このため、次に掲げる施策につい

て重点的に取り組み、国内外のマーケットに対応したバリューチェーン20の構築を図

る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

   ○付加価値を最大化する生産供給体制の構築 

 生産・加工・流通等の川上から川下まで関連産業が一体となった取組 

 
16 ＭＳＹ（最大持続生産量）：現在の環境下において持続的に採捕可能な最大の漁獲量。 
17 ＴＡＣ（漁獲可能量）管理：魚種ごとに年間の漁獲可能量を定め、水産資源の適切な保存、管理を行う手

法。 
18 ＩＱ（漁獲割当て）管理：ＴＡＣを個々の漁業者又は船舶ごとに割り当て、割当量を超える漁獲を禁止す

ることによりＴＡＣの管理を行う手法。 
19 ６次産業化：１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、３次産業としての小売産業等の事

業との総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取組。 
20 バリューチェーン：生産から製造・加工、流通、消費に至る各段階の付加価値を高めながらつなぎあわせ

ることにより、付加価値の連鎖をつくること。 
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 生産から消費までのデータ連携・活用、ＩＣＴの活用等による効率的な地

域流通システムの形成 

    ○多様なニーズに応じた農林水産物の供給 

 食の外部化21等の需要変化に対応した生産拡大 

 北海道産木材を活用したＣＬＴ（直交集成板）22や耐火部材等の技術開発

による新たな需要の創出と安定供給体制の整備 

 漁獲魚種の変化に対応した生産と販路拡大 

    ○グローバル市場の獲得による農林水産物・食品の輸出拡大 

 輸出産地の育成・展開に必要な施設整備 

 屋根付き岸壁等の施設整備と併せた高度衛生管理対策、ＨＡＣＣＰや水産

エコラベル、ＧＡＰ等の認証・規格の取得による輸出先国の規制・ニーズ

への対応 

 ＧＩ（地理的表示）23の活用等による北海道ブランドのプロモーション・

市場拡大 

 

（３）持続可能な農林水産業の展開 

自然や生態系の持つ力を引き出して行われる食料生産・農林水産業において、資源

の循環利用や地域資源の最大活用、化学農薬、化学肥料や化石燃料の使用量低減等を

通じて環境負荷の軽減を図り、豊かな環境を維持するとともに、地域の実情に応じて

生産基盤を維持・保全することが、生産活動の持続的な展開に不可欠である。また、

広範囲に影響が顕在化する気候変動に対応した生産体制の構築が求められている。こ

のため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、持続可能な農林水産業の展開を

図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○持続的な生産体制の構築 

 スマート技術や新たな生産技術の活用による環境負荷の軽減 

 家畜排せつ物や下水汚泥等の地域資源の肥料や燃料等としての活用 

 環境保全型農業の促進等のグリーンな栽培体系への転換 

 放牧等の地域の実情に応じた最適土地利用や鳥獣被害対策等による農地の

保全 

    ○気候変動への対応 

 気候変動の影響を踏まえた新たな品種や栽培技術等の開発・普及 

 温室効果ガス削減のための技術開発と普及 

 海洋環境の変化に伴う漁獲魚種変化への対応の促進 

 
21 食の外部化：共働き世帯や単身世帯の増加、高齢化の進行、生活スタイルの多様化等を背景に、家庭内で

行われていた調理や食事を家庭外に依存する状況。 
22 ＣＬＴ（直交集成板）：ひき板を繊維方向が直交するように積層接着したパネル。 
23 ＧＩ（地理的表示）：その地域ならではの自然的、人文的、社会的な要因・環境の中で長年育まれてきた品

質、社会的評価等の特性を有する産品の名称を、地域の知的財産として保護するもの。 
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 激甚化・頻発化する水災害に対応した生産基盤整備・治山対策 

 気候変動がもたらす機会を活用した新たな作物の導入 

 

（４）農林水産業の持続性を支える農山漁村の振興 

北海道の集落は、その大半が農林水産業を基幹産業としており、農地や林地、漁場

等の生産基盤と農林水産物や自然・景観等の豊富な地域資源を有し、多面的機能の発

揮に重要な役割を果たしているが、集落の小規模化や高齢化の進行等により、地域の

維持が懸念されている。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、農林

水産業の持続性を支える農山漁村の振興を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

   ○農山漁村の所得と雇用機会の確保 

 地域の風土や特色ある農林水産物・食品を活かしたブランド力の強化 

 豊富な地域資源を活用した農林水産業と他の産業との連携による「北海道

マリンビジョン24」の推進や、６次産業化、農福連携、農泊等の農山漁村発

イノベーションの取組、森林サービス産業25、海業の振興 

○農山漁村の集落機能の維持・強化 

 農山漁村地域が持続的に運営される仕組みづくり 

 関係人口の創出拡大や地域づくりを担う人材の育成・確保 

 住居、情報基盤等の確保による定住条件の整備 

    ○農山漁村の自然環境・景観・文化の保全・継承 

 「わが村は美しく－北海道」運動26、食育、木育等の地域活動の展開や農山

漁村に対する理解醸成 

 農林水産業・農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮 

 

２．観光立国を先導する世界トップクラスの観光地域づくり 

観光立国を先導する世界トップクラスの観光地域づくりに向け、次に掲げる基本的方

向に沿って施策を展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）世界市場に向けた新たな観光コンテンツの創出・拡充と稼ぐ力の向上 

（２）多様な旅行者の地方部への誘客に向けた安全・安心な受入環境整備 

（３）自然環境・文化の保全と観光が両立した持続可能な観光地域づくり 

 

 
24 北海道マリンビジョン：北海道が有する我が国の水産食料供給基地としての役割を将来にわたり守り育て

ていくため、地域の資源を活かしつつ、多様な主体の連携・協働により活力ある北海道の水産業や漁村の実

現の目指すべき姿を定めた長期的構想。 
25 森林サービス産業：山村の活性化に向けた関係人口の創出・拡大のため、森林空間を健康、観光、教育等

の多様な分野で活用する新たなサービス産業。 
26 「わが村は美しく－北海道」運動：北海道の農山漁村の資源を活用し魅力にあふれた活力のある地域を築

くため、「景観」「地域特産物」「人の交流」を３つの大きな柱として、地域住民が主体となって展開している

活動を支援する取組。 
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（１）世界市場に向けた新たな観光コンテンツの創出・拡充と稼ぐ力の向上 

北海道は、豊富な自然環境・景観を活かした観光コンテンツが存在しているが、旅

行需要の季節偏重による端境期の需要創出が課題となっている。 

また、感染症拡大を契機としてテレワークが普及するなど、人々のライフスタイル

が大きく変化していることから、旅行者の新たなニーズへの対応が求められている。    

一方、コロナ禍で影響を受けた観光地・観光産業を再生するためには、雇用の安定

等持続可能な観光産業の実現が重要であり、観光の高付加価値化による「稼ぐ力」の

向上を図り、従業員の待遇改善、更なるサービス向上といった好循環につなげていく

必要がある。 

高付加価値化を推進するため、北海道観光の新たなデスティネーションイメージ

（旅先としての地域のイメージ）の定着やＣＸ（カスタマーエクスペリエンス：顧客

体験価値）の向上による新たな北海道ブランドを確立する必要がある。さらに、自然

や歴史文化を掘り起こして北海道の可能性をコンテンツ化するとともに、それらを相

互に連携させることで新たな観光コンテンツとして創出・拡充することも重要である。

このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、世界市場に向けた新たな観光

コンテンツの創出・拡充と稼ぐ力の向上を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○北海道の資源・特性を活かした新たな観光コンテンツの創出・拡充 

 「かわたびほっかいどう27」等の生産空間の魅力的な公共空間を活用した観

光コンテンツ創出 

 四季を通じたスポーツコンテンツの創出や関連施設の整備等によるスポー

ツツーリズム28の推進 

 食・文化やインフラツーリズム29等による通年型観光コンテンツ創出 

 若者をターゲットとする海外からの教育旅行等に向けた観光コンテンツ創出 

 医療や健康増進と連携した観光コンテンツの創出 

○観光消費額・観光消費額単価の向上に資する高付加価値な観光の推進 

 世界水準のサイクルツーリズム等による高付加価値旅行者の誘客 

 アドベンチャートラベル等による長期滞在旅行者の誘客 

 泊食分離等の長期滞在旅行者に対応するための受入環境整備 

○新たな観光スタイルの受入環境整備 

 生産空間での滞在・体験を行う農泊等の農林水産業との連携による観光地

域づくり 

 ＶＦＲ30旅行者創出等の関係人口拡大によるレジリエントな観光地域づく

り 

 
27 かわたびほっかいどう：北海道の河川に関わる活動を通じて、地域の活性化や振興を図り、北海道の魅力

を最大限に引き出すことを目的として、その目的の達成に向けた活動。 
28 スポーツツーリズム：スポーツを「観る」、「する」、「支える」人々との交流等。 
29 インフラツーリズム：ダム、橋、港、歴史的な施設等のインフラ施設の見学を取り入れた観光。 
30 ＶＦＲ：Visiting friends and relatives の略。知人・親族訪問や帰省。 
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○北海道の優位性を活かしたＭＩＣＥ31誘致・開催 

 関係機関との連携による端境期の旅行需要創出に向けたＭＩＣＥの活用 

 地方部におけるＭＩＣＥ誘致・開催 

 

（２）多様な旅行者の地方部への誘客に向けた安全・安心な受入環境整備 

北海道の観光資源は、北海道各地に点在しているが、空港・港湾から観光地までの

二次交通の利便性が低いこと等から、来道外国人旅行者の宿泊地の多くは道央圏に集

中している。北海道新幹線の延伸効果やインバウンド観光による経済効果を地方部へ

も波及させるためには、ハード面においては地方部への交通アクセスの改善や観光地

のアクセシビリティの向上、ソフト面においてはデジタル技術を活用した観光サービ

スの効率化を始め、外国人等の多様な旅行者が安全・安心に旅行できる環境が求めら

れている。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、多様な旅行者の地

方部への誘客に向けた安全・安心な受入環境整備を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○ゲートウェイ機能の強化と地方部への交通アクセスの改善 

 空港・港湾の受入機能強化、高規格道路の整備、北海道新幹線の整備、交通

結節機能強化等とともに運輸事業者や観光事業者が一体となった移動の利

便性向上 

 道内一括運営委託７空港32と地域が連携した周遊観光活性化、速達性の更な

る向上による移動時間の短縮、安全・安心な移動環境整備等 

 交通需要の少ない地方部における観光客等の交通利便性向上 

○多様な旅行者が安全・安心に旅行できる環境の創出 

 多言語による交通情報・医療情報の提供やガイド育成等の安全管理の充実 

 ユニバーサルツーリズム33の推進 

○観光におけるデジタルの実装 

 ドライブ観光動態データの分析・活用やＭａａＳ34等の観光客受入体制のデ

ジタル化 

 

（３）自然環境・文化の保全と観光が両立した持続可能な観光地域づくり 

北海道は、自然環境、自然・農山漁村景観、豊富な温泉、ジオパーク、アイヌ文化、

北の縄文遺跡、近代の開拓の歴史等、豊富な観光資源を有している。また、民族共生

象徴空間（ウポポイ）等の文化資源、函館の重要伝統的建造物群保存地区、小樽の歴

 
31 ＭＩＣＥ：Meeting（企業等のミーティング）、Incentive（企業等の報奨・研修旅行）、Convention（国際

会議）、Exhibition/Event（展示会・イベント）の総称。 
32 道内一括運営委託７空港：新千歳空港・旭川空港・稚内空港・釧路空港・函館空港・帯広空港・女満別空

港を一体とした運営の民間委託。 
33 ユニバーサルツーリズム：全ての人が楽しめるよう作られた高齢や障害等の有無にかかわらず誰もが参加

できる旅行。 
34 ＭａａＳ：Mobility as a Service の略。複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせ

て検索・予約・決済等を一括で行うサービス。 
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史的建造物といった歴史的資源を活かした観光へのニーズが高い。 

一方、観光資源が広域に分散している北海道においては、移動時のＣＯ₂の排出が課

題となっている。また、観光客の著しい増加に伴う渋滞や自然環境への負荷、地域住

民の生活への負担等についても向き合わなければならない重要な課題となっており、

持続可能な観光地域づくりを進める必要がある。 

持続可能な観光地域づくりを推進するためには、観光に関わる多様な人材を地域全

体で育成・確保することが重要である。また、先人たちが守ってきた地域の価値（自

然環境・文化）を高め、保存し、次世代に受け継ぐことで、観光を地域の経済や社会

の持続的発展につなげ、地域住民が観光による恩恵を実感できることも必要である。   

さらに、我が国の持続可能な観光地域づくりの先導的役割を果たすため、国際認証
35を取得するなど、サステナブルな北海道観光のブランドイメージの向上を図ること

が重要である。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、豊かな自然環

境・文化の保全と観光の両立と、観光振興が地域の社会経済に貢献する持続可能な観

光地域づくりを図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○サステナブルツーリズム36の推進 

 環境に配慮したドライブ観光の推進 

 ＤＭＯ37等が連携した観光地の交通マネジメント等のオーバーツーリズム38

対策 

○多様な主体との連携による地域資源を活用した持続可能な観光地域づくりの

推進 

 「シーニックバイウェイ『秀逸な道』39」や「みなとオアシス40」等の自然

環境・文化や景観と観光が両立した地域との協働による観光地域づくり 

 多様な主体の参画や財源の導入による持続可能な観光地域づくり 

○北海道が世界に誇る文化資源の保全・継承による地域資源を活用した観光地域

づくり 

 
35 国際認証：グリーン・デスティネーションズ（ＧＤ）による認証、又は国連世界観光機関が認定するベス

ト・ツーリズム・ビレッジ（ＢＴＶ）。ＧＤは、世界持続可能観光協議会が認定している国際認証団体であり、

同団体が設定した持続可能な観光地の基準を満たすことで認証を受けられる。ＢＴＶは、国連世界観光機関

が持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に沿って、観光を通じて文化遺産の促進や保全、持続可能な開発に取り

組んでいる地域を設定するもの。 
36 サステナブルツーリズム：訪問客、産業、環境、受入地域の需要に適応しつつ、現在と未来の環境、社会

文化、経済への影響に十分配慮した観光。 
37 ＤＭＯ：様々な地域資源を組み合わせた観光地の一体的なブランドづくり、ウェブ・ＳＮＳ等を活用した

情報発信・プロモーション、効果的なマーケティング、戦略策定等について、地域が主体となって行う観光

地域づくりの推進主体。 
38 オーバーツーリズム：特定の観光地において、訪問客の著しい増加等が、市民生活や自然環境、景観等に

対する負の影響を受忍できない程度にもたらしたり、旅行者にとっても満足度を大幅に低下させたりするよ

うな観光の状況。 
39 シーニックバイウェイ「秀逸な道」：シーニックバイウェイ北海道の各ルートの中でも特に魅力的な景観

等を有する道路。 
40 みなとオアシス：地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を核としたまち

づくりを促進するため、住民参加による地域振興の取組が継続的に行われる施設として登録を受けたもの。 
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 北の縄文遺跡を始めとする道内各地の遺跡やジオパーク、炭鉄港等の日本

遺産、北海道の馬文化等の北海道遺産等を活用した観光地域づくり 

 北海道の雪・氷に慣れ親しむ北の暮らし等を活用した観光地域づくり 

○観光を支える担い手の育成・確保 

 地域協働を通じた地域コミュニティの担い手の育成・確保 

 地域コミュニティの担い手の活動をコーディネートする人材の確保 

 

３．地球温暖化対策を先導するゼロカーボン北海道の実現 

 地球温暖化対策を先導するゼロカーボン北海道の実現に向け、次に掲げる基本的方向

に沿って施策を展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）北海道の地域特性を活かした持続可能な脱炭素社会の形成 

（２）エネルギー基地の形成 

（３）北海道のＣＯ₂吸収力の発揮 

 

（１）北海道の地域特性を活かした持続可能な脱炭素社会の形成 

北海道には、風力、太陽光、地熱等の再生可能エネルギーが豊富に賦存しており、

脱炭素社会実現に貢献するため、原子力・水力の活用、火力発電所のＣＯ₂排出量削減

への取組の推進等による既存の発電所等の活用によりエネルギーの安定供給を図りな

がら、再生可能エネルギーの導入を拡大することが求められている。 

一部の再生可能エネルギーの事業において、景観や環境への影響等に対する懸念が

顕在化し、地域社会との共生が課題となっていることから、導入拡大に当たっては、

自然環境・景観との調和、地域との共生に留意しつつ、地域資源の有効活用やエネル

ギーの地産地消等により地域の活性化につなげることが重要である。また、北海道胆

振東部地震によるブラックアウト発生の教訓を踏まえ、災害時の自立したエネルギー

供給の確保に資するものとすることも不可欠である。 

一方、北海道は、冬の暖房用の熱需要や広域分散型の地域構造に由来する自動車輸

送の需要が高いことから化石燃料が多く使用され、世帯当たりのＣＯ₂排出量が全国

に比べて多いという地域特性も有しており、徹底した省エネルギーや電化・エネルギ

ー転換が重要である。 

北海道においては、「ゼロカーボン北海道」実現に向けて、国の各機関の連携による

支援体制が整備され、北海道、市町村と一体となって、全国の脱炭素化等を先導する

取組が開始されている。また、ＧＸ実現に向けた成長産業分野に対する投資促進等の

産学官金の連携によるコンソーシアムが形成されており、これらの取組を加速すると

ともに、次に掲げる施策について重点的に取り組み、北海道の地域特性を活かした持

続可能な脱炭素社会の形成を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○再生可能エネルギーの導入拡大、送電系統の強化等 

 風力、太陽光、地熱、バイオマス等の地域特性を活かした再生可能エネル
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ギー導入・活用 

 公共セクターにおける小水力発電等の再生可能エネルギー導入 

 再生可能エネルギー発電設備を接続する送電網整備、既存系統の有効活用 

 風力発電等の出力変動に対する周波数調整力としての系統側蓄電池・水素

の活用 

 デジタル技術等を用いて需要をコントロールするディマンドリスポンスや

複数の発電設備・蓄電設備・需要設備を統合して運用するＶＰＰ（バーチ

ャルパワープラント：仮想発電所）の活用 

 災害時にも電力供給が可能なマイクログリッド等の分散型エネルギーシス

テムの構築 

 データセンターの誘致等の再生可能エネルギー導入拡大に応じた需要先の

確保 

○地域資源の有効活用やエネルギーの地産地消 

 森林資源、家畜排せつ物由来のバイオガス、堤防除草の刈草等によるバイ

オマス発電、ボイラー燃料等としての活用 

 保管した雪氷の冷熱エネルギーとしての有効活用 

 地熱発電所の余熱水の熱源としての有効活用 

○徹底した省エネルギーとエネルギー転換 

 都市機能の集約化等による持続可能な地域づくり 

 省エネルギー性能の高い住宅・建築物（ＬＣＣＭ住宅41、ＺＥＢ42・ＺＥＨ
43）の普及促進 

 急速ＥＶ充電施設の設置によるＥＶの普及促進 

 新技術の開発等による建設業、運輸業、農林水産業等における省エネルギ

ー化、電化・水素化の促進 

 交通・物流円滑化等の環境負荷軽減に資するインフラ整備、空港・道路等

における設備の省エネルギー化の推進 

 供給サイドの脱炭素化を踏まえた需要サイドの電化・水素化の促進 

 脱炭素化に配慮した石炭活用の技術開発促進 

 国の地方支分部局の水平連携による脱炭素地域づくりに取り組む地方公共

団体への支援 

 
41 ＬＣＣＭ住宅：ライフサイクル（建設時、運用時、廃棄時）においてできるだけ省ＣＯ₂に取り組み、さら

に太陽光発電等を利用した再生可能エネルギー創出により、建設時のＣＯ₂排出量も含めライフサイクルを

通じてのＣＯ₂収支をマイナスにする住宅。 
42 ＺＥＢ：Net Zero Energy Building の略。50％以上の省エネを図った上で、再エネ等の導入により、エネ

ルギー消費量を更に削減した建築物について、その削減量に応じて、①『ZEB』（100％以上削減）、②Nearly 

ZEB（75％以上 100％未満削減）、③ZEB Ready（再エネ導入なし）と定義しており、また、30～40％以上の省

エネを図り、かつ、省エネ効果が期待されているものの、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

に基づく省エネ計算プログラムにおいて現時点で評価されていない技術を導入している建築物のうち 1万㎡

以上を④ZEB Oriented と定義している。 
43 ＺＥＨ：Net Zero Energy House の略。20％以上の省エネを図った上で、再エネ等の導入により、エネル

ギー消費量を更に削減した住宅について、その削減量に応じて、①『ZEH』（100％以上削減）、②Nearly ZEH

（75％以上 100％未満削減）、③ZEH Oriented（再エネ導入なし）と定義している。 
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 脱炭素化に向けた環境教育の推進 

 

（２）エネルギー基地の形成 

2050 年カーボンニュートラルの実現及びエネルギー安全保障の観点から、北海道に

豊富に賦存する再生可能エネルギー等を北海道内で活用するとともに、道外において

も活用できるようにすることが求められている。このため、次に掲げる施策について

重点的に取り組み、我が国におけるエネルギー基地の形成を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○再生可能エネルギー導入・移出等に向けたインフラ整備 

 海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する

法律（平成 30 年法律第 89 号）に基づく促進区域の指定による洋上風力発

電の導入促進 

 北海道と本州の大消費地を結ぶ送電インフラの整備 

 脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素等の受入環境の整備等を図る

カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形成 

 バイオマス燃料の輸入等の再生可能エネルギー導入に寄与する港湾整備・

利用 

○水素社会の実現 

 水素の製造から貯蔵、輸送及び利用に至るサプライチェーンの構築 

 寒冷地における燃料電池自動車の導入拡大に資する取組推進 

 産学官金連携のプラットフォームによる水素の普及啓発 

 

（３）北海道のＣＯ₂吸収力の発揮 

全国の森林面積の約 22％を占める北海道の森林は、ＣＯ₂の吸収源として重要な役

割を担っている。また、土壌中に炭素を貯留できる北海道の耕地面積は全国の約 26％

を占めているほか、近年、新たな吸収源として注目されているブルーカーボン生態系

を育む海岸線延長は北海道が全国の約 13％を占めている。このため、2050 年カーボン

ニュートラルの実現に向け、次に掲げる施策について重点的に取り組み、北海道のＣ

Ｏ₂吸収源を十分に活用し、ＣＯ₂吸収力の発揮を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 森林資源の循環利用及び計画的な森林管理 

 公共事業等におけるブルーカーボン生態系創出 

 農地及び草地土壌への堆肥、緑肥、バイオ炭等の施用 

 建築物の木造化等の促進 

 ＣＣＵＳ44、合成燃料等の新しい脱炭素技術の開発促進 

 
44 ＣＣＵＳ：Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage の略。発電所や化学工場等から排出され

たＣＯ₂を、ほかの気体から分離して集め、地中深くに貯留・圧入、また、分離・貯留したＣＯ₂を利用する

技術。国内で唯一の大規模ＣＣＳ実証試験地が北海道苫小牧市にある。 
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４．地域の強みを活かした成長産業の形成 

地域の強みを活かした成長産業の形成に向け、次に掲げる基本的方向に沿って施策を

展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）再生可能エネルギーを活かした産業振興 

（２）経済安全保障に貢献する先端産業拠点の形成 

（３）地理的・気候的な優位性を活かした産業振興 

 

（１）再生可能エネルギーを活かした産業振興 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、北海道に豊富に賦存する再生可能エネ

ルギーを最大限活用して脱炭素化の取組を進めることにより、全国の脱炭素化に貢献

するのみならず、雇用の創出等により地域も豊かになることが重要である。また、苫

小牧東部地域は、近年、大規模太陽光発電施設等のエネルギー関連産業が集積する傾

向にあり、エネルギーの有効活用による産業展開が期待されている。このため、次に

掲げる施策について重点的に取り組み、再生可能エネルギーを活かした産業の振興を

図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 地域の強みを活かした再生可能エネルギー関連産業の立地促進・育成 

 苫小牧東部地域における脱炭素化の推進、環境・エネルギー産業、水素関

連産業等の立地の促進 

 石狩湾新港地域における電力多消費型産業等の立地の促進 

 大型蓄電池、水素、バイオマス等の再生可能エネルギー関連産業の拡大に

資する技術開発の促進 

 

（２）経済安全保障に貢献する先端産業拠点の形成 

新型コロナウイルス対応によるデジタル化の進展、ＤＸの必要性の高まり、５Ｇ等

の新たな情報通信技術・インフラ整備の進展、世界的な半導体需給状況のひっ迫、半

導体・デジタル関連技術等の先端技術を取り巻く貿易問題、経済安全保障等のデジタ

ル産業やその基盤となる半導体を取り巻く環境は大きく変化している。今後、経済・

社会の持続的成長を実現するためには、あらゆる社会経済活動に深く関係する半導体・

デジタル産業について、時代の変化を的確に捉え、競争力を高めることが必要である。 

特に半導体は、デジタル社会を支える重要基盤であり、経済安全保障にも直結する

重要な戦略技術である。次世代半導体の国産化を目指す企業が新たに建設する工場の

建設予定地として北海道を選定したことを契機として、北海道へデジタル産業の集積

を図り、国内製造基盤を強化することが重要である。 

また、北海道は、北米との物理的距離の近さや北極海経由の欧州との接続可能性等

の面で地理的優位性を有し、脱炭素電源活用のポテンシャルが高いなど、データセン

ターの立地に適しており、東京圏や大阪圏を補完・代替する第三、第四の中核拠点と

して整備を進め、我が国の国際的なデータ流通のハブとしての機能強化に貢献するこ
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とが重要である。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、経済安全保

障に貢献する先端産業拠点の形成を図る。なお、先端産業の形成には、エネルギーの

安定供給が不可欠であるため、Ｓ＋３Ｅ45の原則の下、太陽光、風力、水力、地熱、バ

イオマス等の再生可能エネルギー、原子力、火力、水素等あらゆるエネルギーの活用

に向けた検討を進めていく。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 次世代半導体の製造基盤確立、研究、人材育成等の拠点形成に向けた取組

促進 

 デジタル産業基盤であるデータセンターの立地促進、高速大容量の通信イ

ンフラの整備 

 先端産業の企業進出を支える医療、教育、居住等の受入環境の構築 

 

（３）地理的・気候的な優位性を活かした産業振興 

全国経済への貢献と豊かな地域社会を実現するためには、農林水産業・食関連産業

や観光産業といった基幹産業のほか、北海道の広大な大地や積雪寒冷な気候といった

地域特性を活かした産業を育成・振興し、北海道の経済を持続的に発展させることが

重要である。現在、北海道では、地理的優位性を活かした宇宙関連産業等の新しい産

業が成長しつつあり、こうした強みを活かし、更に伸ばしていく必要がある。 

一方、人口減少・少子高齢化に伴い、労働力不足の深刻化が懸念されており、若者、

女性、高齢者、障害者、外国人等の多様な人材を確保するため、多様性・公平性・包

摂性（Ｄ・Ｅ・Ｉ（Diversity, Equity & Inclusion））の観点を踏まえ、就労環境の

整備が必要である。 

このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、地理的・気候的な優位性を

活かした産業の振興を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 宇宙関連産業やフードテックを活用した産業等の新産業の創出・発展 

 産業を担う人材確保に資する環境整備 

 中小企業の新たな事業展開を支える環境整備 

 企業進出、技術力向上の取組、ＤＸ・ＧＸ対応等への支援によるものづく

り産業の振興 

 交通・物流ネットワークの充実による産業競争力の強化 

 本社機能、生産拠点等の移転・分散化を図る企業の立地促進 

 サテライトオフィス、テレワーク拠点の整備 

 リーディング機能を有する地場の事業者との連携・協働 

 

 

 
45 Ｓ＋３Ｅ：エネルギー政策の基本方針として、安全性（Safety）を大前提とし、安定供給（Energy Security）、

経済効率性（Economic Efficiency）、環境適合（Environment）を同時に実現する考え方。 
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５．自然共生社会・循環型社会の形成 

自然共生社会・循環型社会の形成に向け、次に掲げる基本的方向に沿って施策を展開

する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）北海道の特性を活かした自然共生社会の形成 

（２）資源を最大限に利活用する循環型社会の形成 

 

（１）北海道の特性を活かした自然共生社会の形成 

北海道は、世界自然遺産の知床、釧路湿原等のラムサール条約湿地を始め、かけが

えのない豊かな自然環境を有しており、自然環境を保全するとともに、自然が有する

多様な機能を利用しながら魅力ある持続可能な地域づくりを進めることが求められ

ている。また、世界的には、生物多様性や気候変動に関する動きが加速し、ネイチャ

ーポジティブ46やカーボンニュートラルの実現に向けた取組が大きな潮流となってお

り、官民の様々な団体等と連携してグリーンインフラ等の取組を推進していくことが

重要である。さらに、エゾシカやヒグマ等の一部の野生鳥獣による観光、農林水産業、

生活環境等への被害が深刻化しており、野生鳥獣の適正な管理等を行いつつ、豊かな

環境を守っていく必要がある。 

このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、北海道の特性を活かした自

然共生社会の形成を図る。なお、土地の利用と管理については、安全保障をめぐる内

外情勢の変化等を踏まえた対応を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○官民一体となったグリーンインフラの取組の推進 

 湿原や遊水地が有する保水・浄化、洪水調節等の多様な機能の活用 

 遊水地等を活用した生態系ネットワークの形成 

 かわまちづくり等の自然と共生する環境整備 

 景観に配慮した防雪林整備や地域と協働した維持管理等の北海道の地域特

性を活かした道路整備・維持管理 

    ○生物多様性の保全 

 ネイチャーポジティブの考え方に基づく 30by3047目標の達成に向けた官民

の連携（30by30 アライアンス） 

 特定外来生物等の防除 

 生物多様性の保全に配慮した多自然川づくり、自然再生事業、農業生産、

森林施業等の推進 

    ○鳥獣被害に係る総合的な対策 

 防護柵等の被害防止施設の整備及び捕獲事業の強化 

 捕獲鳥獣のジビエ（野生鳥獣の肉）等への利活用の促進 

 
46 ネイチャーポジティブ：生物多様性の減少傾向を食い止め、回復に向かわせる考え方。 
47 30by30：2030 年までに陸と海の 30％以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする目標（2021 年

時点では陸域 20.5％、海域 13.3％）。 
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    ○豊かな環境を守り育て将来に引き継ぐ環境教育 

 「子どもの水辺」等の地域と連携した環境教育の推進 

    ○水資源の安定供給 

 健全な水循環の維持・回復 

 計画的な水道施設整備 

 

（２）資源を最大限に利活用する循環型社会の形成 

廃棄物発生量の増加が世界全体で深刻化しており、持続可能な形で資源を利用する

循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行を目指すことが世界の潮流となってい

る。我が国においても、地球温暖化対策計画（令和３年 10 月 22 日閣議決定）が改定

され、基本的考え方として３Ｒ（廃棄物等の発生抑制・循環型資源の再使用・再生利

用）＋Renewable（バイオマス化・再生材利用等）の推進が位置付けられたところであ

る。北海道は、一般廃棄物のリサイクル率が全国を上回り、産業廃棄物についてもそ

の半分を占める家畜排せつ物のほとんどは堆肥等として利用されているが、廃棄物の

排出量は全国の中で高い割合を示しており、次に掲げる施策について重点的に取り組

み、資源を最大限に利活用する循環型社会の形成を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○廃棄物処理施設の整備等 

 循環型社会の形成に向けた廃棄物処理・リサイクル施設の整備 

 下水道資源の有効利用、下水道技術の実規模実証（Ｂ－ＤＡＳＨプロジェ

クト） 

    ○廃棄物等の有効利用 

 農山漁村や都市近郊における循環資源の種類に応じた循環システムの構築 

 森林資源や家畜排せつ物等のバイオマスを資源として最大限・多段階に利

用するカスケード利用や高度利用 

 建設発生土等の有効利用の促進及び普及啓発 

 建設副産物における付加価値の高い再生材へのリサイクルを促進するなど

建設リサイクルの「質」の向上 

    ○産業や生活のグリーン化 

 プラスチックの代替となる木質系新素材の研究開発・普及等 

 エシカル消費48の啓発 

 

６．北方領土隣接地域及び国境周辺地域の振興 

北方領土隣接地域及び国境周辺地域の振興に向け、次に掲げる基本的方向に沿って施

策を展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）北方領土隣接地域の安定振興 

 
48 エシカル消費：地域の活性化や雇用等を含む、人・社会・地域・環境に配慮した消費行動のこと。 
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（２）国境周辺地域の振興 

  

（１）北方領土隣接地域の安定振興 

我が国固有の領土である北方領土では、戦後 78 年を経た今もなお、ロシアによる不

法占拠が続いている。北方領土隣接地域は、かつて行政的にも経済的にも北方領土と

一体の社会経済圏を形成して発展してきたが、北方領土問題が未解決であることから、

戦後はその望ましい地域社会としての発展が阻害されるという特殊な条件下に置かれ

ている地域である。また、北方領土隣接地域は、北方領土元居住者の多くが住んでい

る北方領土返還要求運動の拠点となる重要な地域であり、北方領土問題等の解決の促

進のための特別措置に関する法律（昭和 57 年法律第 85 号）に基づき、関係施策を実

施しているが、人口減少、少子高齢化、漁獲量や観光入込客数の減少等による地域産

業の停滞等、地域経済は依然として厳しい状況が続いていることから、次に掲げる施

策について重点的に取り組み、北方領土隣接地域の安定振興を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○北方領土隣接地域の振興及び住民の生活の安定に関する総合的な施策の計画

的推進 

 農林水産業等の基幹産業の振興等による活力ある地域経済の展開 

 体験型・滞在型観光の促進等による地域の資源を活かした交流・関係人口

の拡大 

 持続的な地域医療の確保等によるゆとりと安心の実感できる地域社会の形

成 

 交通インフラ整備、防災・減災対策の充実・強化等による社会・経済の安定

的な発展の基盤の形成 

 脱炭素化等の取組による地域の豊かな自然との共生 

    ○北方領土の早期返還に向けた環境整備 

 国民世論の啓発活動の充実や返還要求運動の後継者の育成等による北方領

土問題解決のための環境づくり 

         

（２）国境周辺地域の振興 

北海道は、長い海岸線を有する北の国境地帯として、我が国の領土・領海等の保全

を図る上で重要な役割を担っている。緊迫化する国際情勢において、我が国を取り巻

く安全保障上の課題が深刻化する中、経済安全保障上の観点から社会経済活動を支え

るインフラ整備を図る必要がある。 

離島地域や道北地方といった国境周辺地域については、離島振興計画等に基づき、

農林水産業や観光等の産業の振興、生活条件の改善を通じて定住の促進等を図る必要

がある。また、離島地域の人口は、北海道全体と比べて人口減少が急速に進み、本土

と離島地域を結ぶ交通は、買い物や通院等の住民の生活路線であるが、航路・航空路

利用客数の減少等により事業者の経営状況が厳しい状況にある。さらに、道北地方は、

風力を始めとする再生可能エネルギーのポテンシャルが高いが、送電網が弱く有効活
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用できていない。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、国境周辺地

域の振興を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

○離島地域における本土への安定的なアクセスの確保 

 航路・航空路の維持及び港湾等の整備 

○国境周辺地域の持続可能な定住 

 安全・安心な定住条件の整備・強化 

 道路・港湾等の広域ネットワークの強靱化 

 基幹産業の振興による活力ある地域社会の形成 

○豊富な再生可能エネルギーの活用 

 中長期的な観点における再生可能エネルギーを活用した北のエネルギー供

給拠点の形成 

 

７．アイヌ文化の振興等 

アイヌ文化の振興等に向け、次に掲げる基本的方向に沿って施策を展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

アイヌ文化の振興等の推進 

アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律

（平成 31 年法律第 16 号）に基づき、アイヌ文化の振興及びアイヌの伝統等に関する

知識の普及啓発のほか、地域振興、産業振興、観光振興等を含めた施策の総合的かつ

効果的な推進を図る必要がある。また、令和２年７月に開業した民族共生象徴空間（ウ

ポポイ）を拠点として、アイヌ文化の振興・創造、国民理解の促進、アイヌ文化の復

興等に向けたネットワークの構築を図る。 

    

〈重点的に取り組む施策〉 

○アイヌ施策の総合的かつ効果的な実施 

 アイヌ文化の振興及びアイヌの伝統等に関する知識の普及啓発 

 アイヌの人々が民族としての誇りを持って生活するためのアイヌ文化の振

興等に資する環境の整備に関する取組 

○ウポポイを拠点としたアイヌ文化の復興・創造等 

 アイヌの歴史、文化等に関する展示及び調査研究、アイヌ文化の伝承及び

そのための人材育成、体験交流、情報発信等の取組 

 魅力的なコンテンツの充実、周辺観光地との連携も含めた戦略的な広報活

動 

○アイヌ文化の復興等に向けたネットワークの構築 

 アイヌ文化伝承活動等が盛んな地域とウポポイの連携等 
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第２節 「北海道の価値を生み出す北海道型地域構造～生産空間の維持・発展と強靱な国

土づくり」に係る主要施策 

１．デジタルの活用による生産空間の維持・発展 

デジタルの活用による生産空間の維持・発展に向け、次に掲げる基本的方向に沿って

施策を展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）広大な北海道に適したデジタル基盤の整備 

（２）必要なサービスをデジタル技術で享受できる社会の形成 

    

（１）広大な北海道に適したデジタル基盤の整備 

広域分散型社会を形成している北海道では、農村部、山間部等において５Ｇ等の高

速・大容量無線通信の前提となるデジタル基盤整備が不足しており、地方部の基盤整

備が早期に進まなければ、都市部等との地域間格差が拡大し、住民の生活に不可欠な

生活サービスの提供に支障が生じることが懸念される。このため、次に掲げる施策に

ついて重点的に取り組み、広大な北海道に適したデジタル基盤の整備を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 産業の維持・創出及び生活サービスに必要な５Ｇ基地局等の整備 

 広大な大地に適した次世代情報通信インフラの研究開発 

 デジタル技術を活用した生活サービスの向上や新たな産業創出に資する

国・地方公共団体におけるオープンデータ49化 

 高等教育機関、行政機関、企業等におけるデジタル人材の育成・確保 

 

（２）必要なサービスをデジタル技術で享受できる社会の形成 

広域分散、低密度の北海道において地方部で豊かな暮らしを営むためには、生活に

不可欠な医療・教育等のサービスや、都市部に集中しやすい文化・芸術等のサービス

を享受できるようにする必要があるが、人口減少や担い手不足に伴い、これらを提供

する施設が減少傾向にある。このまま減少が進み、これらのサービスレベルが低下す

れば、生産空間の機能維持が困難になることから、次に掲げる施策について重点的に

取り組み、必要なサービスをデジタル技術で享受できる社会の形成を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 ドローン物流の社会実装等物流ＤＸの推進 

 遠隔地においても質の高いサービスを提供するための行政、医療、教育、

介護等のデジタル化・分野横断的な連携 

   

 
49 オープンデータ：国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインターネット

等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、二次利用可能であること、機械判読に適した

もの、無償で利用できる形で公開されたデータのこと。官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103

号）において、国及び地方公共団体はオープンデータに取り組むことを義務付けられている。 
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２．多様で豊かな地域社会の形成 

多様で豊かな地域社会の形成に向け、次に掲げる基本的方向に沿って施策を展開する。

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）人への投資と多様な人材・主体による共創 

（２）多様な暮らし方・働き方の実現 

（３）生産空間の暮らしを支える中心市街地の形成と賑わいの場の創出 

   

（１）人への投資と多様な人材・主体による共創 

北海道は、全国に先んじて人口減少が進んでおり、定住人口のみでは、地域経済の

活性化やコミュニティの活力維持が困難となっていくことが懸念される。生涯にわた

って活躍し続ける場の創出や国内外との関係人口の創出・拡大等による活力ある地域

コミュニティを実現するため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、人への投

資と多様な人材・主体による共創を図る。 

      

〈重点的に取り組む施策〉 

 オンライン交流や、地域ニーズとのマッチング等デジタル技術を活用した

関係人口の創出・拡大 

 「ほっかいどう学50」による地域に貢献する若い世代の育成 

 官民連携のプラットフォーム構築による世代や国籍を超えた多様な人材・

主体の地域活動への参画・連携 

 「シーニックバイウェイ北海道」等による地域の魅力向上や活性化 

 企業等による地域社会を支える取組 

 産学官金連携によるスタートアップ創出 

 

（２）多様な暮らし方・働き方の実現 

感染症拡大によりテレワークが普及し、二地域居住・地方移住、兼業・副業への関

心が高まるなど、暮らし方・働き方が多様化している。こうした多様なニーズに応え

個人と社会全体のＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ51を向上させることは重要である。また、少子

化が急速に進行する中、安心してこどもを産み育てられる環境が一層重要となってお

り、北海道の豊かな自然やゆとりある空間は、子育てしやすい地方への移住のニーズ

の受け皿ともなり得ることから、次に掲げる施策について重点的に取り組み、多様な

暮らし方・働き方の実現を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 転職なき移住等多様な暮らし方・働き方を可能とするテレワークの促進 

 北海道への移住・二地域居住、Ｕターン・I ターンの取組 

 
50 ほっかいどう学：子どもから大人まで、より多くの人々が地域づくりに関心を持つ契機を創出するため、

地理、歴史、文化、産業等の北海道の魅力や個性について幅広く学ぶ取組。 
51 Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ：個人の権利や自己実現が保障され、身体的、精神的、社会的に良好な状態にある

ことを意味する概念。 
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 公共施設・設備等の広域的な共同利用等の地域資源の効率的な利用等 

 二地域居住や子育て世代等への空き家の活用促進 

 子育て環境に優れた公営住宅等の活用 

 

（３）生産空間の暮らしを支える中心市街地の形成と賑わいの場の創出 

地方部の市街地には、日常的なサービス機能を維持する役割、圏域中心都市には、

高次な都市機能・生活機能を維持する役割がある。食、観光、脱炭素化等の北海道の

強みを生み出す生産空間で暮らし続けるためには、暮らしや活動を支える圏域中心都

市や地方部の市街地がその機能を果たし、地域特性を活かした持続可能な地域形成を

図ることが必要である。特に、函館、旭川、釧路、帯広、北見その他の圏域中心都市

には、札幌に次いで道内各地を牽引する役割が求められている。 

中心市街地では空洞化が進行しており、人口減少により今後更に地域の活力が低下

することが懸念される。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、生産

空間の暮らしを支える中心市街地の形成と賑わいの場の創出を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 圏域中心都市が高次な都市機能・生活機能等を担うための都市基盤の整備 

 中心市街地への医療、福祉、商業等の都市機能・生活機能の集積・高度化 

 道路、河川及び港湾空間等のオープンスペースや「道の駅」等の既存スト

ックを活用した賑わいの場の創出 

 地方部における「道の駅」等への日常的な生活サービス機能の集約・拠点

形成 

 

３．北海道型地域構造を支え、世界を見据えた人流・物流ネットワークの形成 

北海道型地域構造を支え、世界を見据えた人流・物流ネットワークの形成に向け、次

に掲げる基本的方向に沿って施策を展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）広域分散型社会を支える交通ネットワークの形成 

（２）産業を支える物流基盤の整備と物流システムの維持・効率化 

（３）安全・安心な移動環境の確保 

（４）札幌における交通結節機能と都市機能の強化 

 

（１）広域分散型社会を支える交通ネットワークの形成 

広域分散型社会の北海道においては、北海道の価値を生み出す生産空間での生活を

支えるためには交通ネットワークの形成が不可欠である。一方、都市間距離が長大で

あり、さらに、冬期の積雪寒冷環境下において移動環境が著しく悪化する北海道の交

通は、確実性、速達性、定時性に課題がある。生産空間から都市に至る交通ネットワ

ークが存在しなければ、高次都市機能・生活機能等を享受できず、住み続けることは

困難となるおそれがある。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、広

域分散型社会を支える交通ネットワークの形成を図る。 
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   〈重点的に取り組む施策〉 

 ミッシングリンクの早期解消等のいまだ接続されていない都市間や地方部

を接続する高規格道路、港湾・空港施設、北海道新幹線の交通ネットワー

ク整備 

 輸送モード間を含む交通結節機能強化、都市間の連絡及び生産空間から都

市に至る複数の輸送手段・ルートの確保等による持続可能な交通体系の構

築 

 高規格道路整備、地方部の交通結節点機能整備、地域の実情に合った交通

や物流システムの導入・維持方策の一体的な推進 

 

（２）産業を支える物流基盤の整備と物流システムの維持・効率化 

北海道の物流においては、長距離・長時間輸送に伴う農水産物等の貨物の品質・鮮

度管理、貨物量の季節変動とそれに伴う片荷輸送等が課題となっている。また、今後、

運送事業者の減少やドライバー不足等により輸送力の低下が深刻化すれば、地域物流

の確保や生産空間からの食料供給等が困難になると見込まれることから、シームレス

かつ持続可能な物流ネットワークが重要である。さらに、国土全体の物流のシームレ

スな輸送を実現するためには、農水産物等の道外への移出や日用品の移入に対応した

本州のネットワークとの連携強化が重要である。加えて、海外からの飼料等の輸入に

対応した国際物流の強化も重要である。このため、次に掲げる施策について重点的に

取り組み、産業を支える物流基盤の整備と物流システムの維持・効率化を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 農水産物等の輸送を支える高規格道路の整備 

 輸出入・移出入の拠点となる空港・港湾施設の整備及びフェリー、ＲＯＲ

Ｏ船等に対応した複合一貫輸送機能の維持・強化 

 高規格道路から空港・港湾・鉄道駅等の物流拠点へのアクセスルート確保 

 物流事業者の経営資源を最大限活用した、貨客混載、中継輸送、共同輸送

等の実現及び貯蔵施設の増強、ハブ機能強化等の物流拠点整備による生産

空間に住み続けられる持続可能なサプライチェーンの構築 

 道内及び北海道と本州間におけるトラック・鉄道・航空・船舶等の特性に

合わせ補完しあう多様な輸送体系の構築 

 災害時に備えた複数のルート確保等による強靱な輸送体系の構築 

 

（３）安全・安心な移動環境の確保 

広域分散型社会の北海道において、地方部の日常生活における移動環境の確保は、

生産空間に住み続ける環境づくりや観光等の人流の円滑な移動のために不可欠である。

一方、地域公共交通は、人口減少等の影響により、輸送需要の縮小、ドライバー不足

等の厳しい経営環境に置かれ、サービスの維持・確保が困難な状況に直面している。

今後、地域公共交通が存在しない地域が拡大すれば、こどもや高齢者等交通弱者のモ
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ビリティ52確保が極めて切迫した課題となることから、次に掲げる施策について重点

的に取り組み、安全・安心な移動環境の確保を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 輸送資源を最大限活用した持続可能な交通サービスの構築 

 あらゆる世代における生活・移動の質の向上を図るモビリティの普及 

 積雪寒冷環境における自動運転技術の研究開発や自動運転に対応した道路

空間の利活用等 

 公共交通の維持・活性化を図るＭａａＳの実装等 

 多様な交通モードが連動し、まちづくりと一体となった安全・安心な交通

体系の構築 

 

（４）札幌における交通結節機能と都市機能の強化 

札幌都市圏は道外への人口流出を抑制するダム機能として一定の役割を果たして

おり、行政、経済を始めとした北海道全体に及ぶ中枢管理機能や高次都市機能を有し

ている。これらの機能は、北海道の発展のために不可欠なものであり、北海道におい

てグローバルに飛躍する産業を展開していくためには、札幌が北海道の拠点として国

内外からヒト・モノ、情報等を引きつけ、国際的な活動の拠点にふさわしい都市機能

を発展させるとともに、これらを道内各地に波及させることが重要である。さらに、

北海道新幹線の札幌延伸等を見据え、札幌駅周辺、創成東地区等における交通結節機

能や、道内各地を結ぶ高規格道路と札幌都心とのアクセスを強化するとともに、高次

都市機能の強化を図る必要がある。このため、次に掲げる施策について重点的に取り

組み、札幌の都市機能の強化を図る。 

 

 〈重点的に取り組む施策〉 

 新幹線駅に直結するバスターミナルや創成川通（都心アクセス道路）の整

備等による広域的交通結節機能強化及び交通サービスの充実 

 ゼロカーボンシティ53やスマートシティ54の実現に向けた取組、防災機能強

化・強靱化、雪対策等を組み込んだ交通基盤・都市基盤の整備 

 ＩＣＴ等の新技術を活用した持続可能な都市の形成 

 文化、教育、専門的な医療を始めとした高次都市機能を担うための都市基

盤の整備 

 

４．生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土づくり 

生産空間を守り安全・安心に住み続けられる強靱な国土づくりに向け、次に掲げる基

 
52 モビリティ：ヒト・モノの移動そのものや、その手段・方法のこと。 
53 ゼロカーボンシティ：2050 年にＣＯ₂を実質ゼロにすることを目指す旨を首長自らが又は地方公共団体と

して公表した地方公共団体。 
54 スマートシティ：ＩＣＴ等の新技術を活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営等）の高度化

により、都市や地域の抱える諸課題の解決を行い、また新たな価値を創出し続ける持続可能な都市や地域で

あり、Society5.0 の先行的な実現の場。 
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本的方向に沿って施策を展開する。 

《主要施策の実現に向けた施策の基本的方向》 

（１）気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治水

の推進 

（２）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の強

靱化 

（３）冬期災害や複合災害に対する防災力の強化 

（４）デジタル技術を活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進 

（５）災害時におけるライフラインの機能確保に向けた施設の耐災害性強化及び多重化・

分散化 

（６）国家的規模の災害時におけるリスク分散 

 

（１）気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治水

の推進 

近年、全国各地で豪雨等による水災害が発生するなど、人命や社会経済への甚大な

被害が生じている。特に北海道は、全国の他地域に比べ、気候変動の影響が大きいと

予測されており、水害、土砂災害の激甚化・頻発化のほか、渇水の頻発化・長期化・

深刻化が懸念されている。気候変動による水災害のリスクの増大に備えるため、次に

掲げる施策について重点的に取り組み、流域のあらゆる関係者が連携した流域治水の

推進を図る。 

流域治水の推進に当たっては、北海道の地域特性を踏まえたグリーンインフラの考

えを取り入れるなど、災害リスクの低減に寄与する生態系の機能を積極的に保全又は

再生することに留意する必要がある。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 気候変動を踏まえた治水計画の見直し 

 河川における堤防、遊水地、ダム等の整備 

 海岸保全施設、港湾施設、砂防施設、治山施設、雨水貯留浸透施設等の整備 

 住まい方の工夫等を含む水害、土砂災害、高潮等に対するハード・ソフト

一体となった事前防災対策 

 

（２）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の強

靱化 

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震が切迫しており、北海道において甚大な被害が

想定されていることから、巨大地震・津波への備えが急務となっている。また、北海

道には一定の周期で噴火を繰り返している活動的な火山が複数分布しており、噴火が

起きれば、多くの人命・財産が失われ、地域経済活動に甚大な被害を与えるリスクが

ある。このため、次に掲げる施策について重点的に取り組み、日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の強靱化を図る。 
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〈重点的に取り組む施策〉 

 地震、津波、火山噴火等の大規模災害に備えた各種インフラ施設等の整備

及び耐災害性強化 

 道路・港湾等の広域ネットワークの強靱化 

 津波避難対策特別強化地域に指定された地方公共団体による津波避難対策

への支援 

 事前復興の取組推進 

 道路、港湾・漁港、航路、空港等が連携した啓開 

 関係機関が連携した防災教育、防災訓練等の防災対応力の充実・強化 

 ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ55等による技術的な支援 

 

（３）冬期災害や複合災害に対する防災力の強化 

近年、人命に関わるような暴風雪や大雪等の冬期災害が激甚化・頻発化しており、

広域分散型の地域構造で道路網密度の低い北海道では、通行止め等による人流・物流

の寸断等の大きな社会的影響が懸念される。また、冬期に大規模災害が発生した場合、

低温、積雪等により避難、応急・復旧活動等が困難となるといった積雪寒冷地特有の

課題があることから、次に掲げる施策について重点的に取り組み、冬期災害や複合災

害に対する防災力の強化を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 計画的・予防的な通行規制及び集中除雪、関係機関が連携した情報発信等

の強化 

 幹線道路や生活道路の持続可能な除排雪等の推進 

 災害時における代替性確保のための高規格道路整備や基幹的な道路ネット

ワークの強化 

 冬期の安全・安心確保に向けた防雪対策 

 積雪寒冷地特有の課題に配慮した避難対策 

 

（４）デジタル技術を活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進 

高度経済成長期から集中的に整備されてきたインフラの老朽化が、加速度的に進行

している。特に北海道では、積雪寒冷の厳しい気象条件や土壌条件等を踏まえたイン

フラ維持管理が必要であるが、生産年齢人口の減少による建設業における若手入職者

の減少、就業者の高齢化、将来の技能労働者の担い手不足により、インフラ維持管理

等の対応に加え、災害時における応急復旧活動にも支障が生じることから、次に掲げ

る施策について重点的に取り組み、デジタル技術を活用したインフラの維持管理及び

技術開発の推進を図る。 

 

 
55 ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ：大規模な自然災害等に際し、被災地方公共団体が行う被災状況の把握、被害の拡大

の防止、被災地の早期復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施する国土交通省緊急災害対策派遣

隊。 
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〈重点的に取り組む施策〉 

 ＡＩ、ＩｏＴ等の新技術の活用や広域的・戦略的なインフラマネジメント

による予防保全型のインフラメンテナンスへの本格転換、人材育成・担い

手確保、技術支援 

 ｉ－Ｓｎｏｗ56、ＳＭＡＲＴ－Ｇｒａｓｓ57等のインフラ分野のＤＸ化によ

る現場の生産性、安全性の向上 

 気候変動を前提とした降雨や積雪寒冷環境等に対応した技術研究開発 

 

（５）災害時におけるライフラインの機能確保に向けた施設の耐災害性強化及び多重化・

分散化 

災害時におけるライフラインの機能確保は、迅速かつ適切な災害応急対策活動や被

災者の生活確保、産業活動の継続・再開にとって極めて重要である。このため、次に

掲げる施策について重点的に取り組み、ライフラインの機能確保に向けた施設の耐災

害性強化及び多重化・分散化を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 ライフライン施設の耐災害性強化 

 ライフラインの多重化・分散化 

 

（６）国家的規模の災害時におけるリスク分散 

災害が激甚化・頻発化する中、北海道内を含めて全国で国家的規模の災害が発生し

た場合、被災地に対する食料・エネルギーの安定供給が求められている。また、諸機

能が集中する首都圏等で大規模な災害が発生した場合、首都中枢機能の麻ひ等により

我が国全体への影響が懸念されることから、次に掲げる施策について重点的に取り組

み、国家的規模の災害時におけるリスク分散を図る。 

 

〈重点的に取り組む施策〉 

 食料生産基盤・サプライチェーンの強靱化に向けたインフラ施設の耐災害

性強化等 

 デジタルインフラの整備や送電網の増強 

 企業の本社機能等の道内への誘致 

 北海道から被災地へ物的・人的支援を迅速に行うための交通ネットワーク

の充実及び耐災害性強化  

 
56 ｉ－Ｓｎｏｗ：除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上に関する取組プラットフォームの通称。 
57 ＳＭＡＲＴ－Ｇｒａｓｓ：堤防除草の生産性向上のため、ＩＣＴを活用した除草作業の自動化についての

取組。 



 
42 

 

付記 

施策の推進に当たっては、内外の諸情勢の変化に対して弾力的に対処していくものと

する。 

なお、特殊な条件下に置かれている北方領土をめぐる状況が変化した場合には、開発

の基本方向を改めて示すこととする。 

 




